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（キーワード）  預金、ିग़金、தࡁܦ、ظ、Ҭ、ஷ・ࢿ、ࢿ金ௐୡ、ࢿ金धཁ

（視　点）
　日本はશ国ϕースでも人口減少がݦ在化しており、10～15年の間に人口が減少したࢢொଜは
1,416（82.4％）に達した。日本経ࡁは中期的に人口減少などをөして低成が見込まれる。
地域金融機関においては、日本経ࡁが低成にとどまることで資金ध要が減少し、ି出が低
する可能性がある。また、人口流出がஶしい地域では、世帯の転出や資産の相続等で預金が域
外に流出し、将来的に金融機関が資金調達に支োをきたすとݒ೦する向きも多い。そこで本稿
では、金融機関のऩӹ基盤である預金とି出金が、人口や世帯等の社会・経ࡁ構の変化を通
じて、中期的にどのような推Ҡをたどるのかを、主に企業と家計部門の動向からలした。
（要　旨）
⃝�日本経ࡁは、人口の減少等に伴う労ಇ要Ҽがԡ下げѹ力となり、実質成率が15ˠ20年は
年率0.�％、20ˠ25年は0.7％、25ˠ30年は0.6％に低下するおそれがある。ࣦ業率は3％
半前後で推Ҡし、աڈの動向からはՁ上ঢ率は0.0～0.5％ఔ度になると見込まれる。

⃝�預金ྔは08～0�年ࠒから増加率が加し始めたが、主に金融機関の国࠴や地方࠴の保有など
の国・地公体向け信用の拡大が大きく寄与した。企業や家計の資活動が৻重化した一方、
国࠴増発等を伴うࡒ政出動を通じて資金が॥環し、預金ྔが増加したものと推ଌされる。

⃝�企業の資産構成をみると、有ݻܗ定資産や୨Է資産・ച上ݖ࠴等の流動資産の割合が低下す
る一方、ւ外ࢠ会社のࣜג等である資有Ձ証݊の比率が上ঢしている。リーマン・ショッ
ク以降、現金・預金等の流動性の高い資産の割合が高まり、企業の預金は増加傾向にある。

⃝�世帯構の変化に伴う個人預金の将来動向をみると、౦ژ・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլ
、は15％ఔ度（対15年比）ݝは30年まで増加が見込まれる。一方、30年にळాݝԭೄ・ݝ
੨ؠ・ݝ手ݝܗࢁ・ݝ・ౡࠜݝ・高知ݝは1割の減少ѹ力が加わるおそれがある。

⃝�足元、企業はऩӹのվળで内部留保が拡大し、外部から資金を調達する必要性が低下して
いる。将来的に国内経ࡁは低成が見込まれるため、設備資等の資金ध要も力強さをܽく
と推ଌされる。企業向けି出金残高は、関౦・౦ւ・近ـや地方中ݍࢢ等のࢢ部の
ݝでは30年まで増加基調を維持できるが、他のಓݝは減少を強いられる可能性がある。

⃝�世帯構の変化に伴う個人向けି出金の将来動向をみると、住宅取得世代の減少やஂմジュ
ニア世代の࠴務返ࡁで、ࢢ部を含めて૯じて預金を上回るペースで減少する可能性があ
る。金融機関にとって、世帯構の高齢化は預ି率のԡ下げに大きく寄与する公ࢉが高い。

調 査

ຊの預金ɾିग़金のதظతల
ʵਓ口มಈɾੈଳߏのมԽに͏ ʵߟΛத৺に෦のಈܭɾՈۀا

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主研究һ

ً　؛็

（注）�本稿は2016年3月31日時点のデータに基づきهड़されている。
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1	．ຊࡁܦの中ظ的なల

（1	）意ࣝ

　૯務ল౷計ہ『国調査』（報）による

2015年の日本の人口は1億2,711ສ人となっ

た。10年の前回調査より�4.7ສ人減少し、国

調査ϕースでは、1�20年の調査開始以来、

ॳめての減少である。増加したのは౦ݍژ

Ѫ知、（ݝ、ਆಸژ౦、ݝઍ༿、ݝۄ࡛）

にとどݝの8ݝԭೄ、ݝԬ、ݝլ࣎、ݝ

まり、減少は3�ಓݝにの΅った。大ࡕ

は1�47年（臨時調査）以来68年Ϳりに減少

に転じており、ࢢ部でも人口の減少が進行

している。ࢢொଜ別にみると、શ国1,71ࢢ�

ொଜのうちɼ1,416ࢢொଜ（82.4％）で人口

が減少しており、大半の地域で消費者や労ಇ

力としての地域住民の減少によって地元経ࡁ

の活力がࣦわれていくとݒ೦されている。

　また、日本経ࡁは14年4月の消費੫率引上

げ後に力強さをܽいた状況が続いており、日

本銀行は、16年1月2�日に金利水準のશ般的

な引下げを狙って「マイナス金利付きྔ的・

質的金融؇政策」の導入をܾ定した。金融

機関が保有する日銀当座預金の一部にマイナ

ス金利を適用している。10年国࠴利回り

などの期金利もマイナスݍで推Ҡしてお

り、金融機関は相࣍いで預金やି出の金利を

引き下げている。

　地域金融機関は、人口減少・高齢化の進行

などの「人口問」やマイナス金利政策の導

入などをөした「利ৌの縮小」によるऩӹ

の下ԡしѹ力が強まっている。ି出金利の低

下のӨڹを減ࡴするためにି出を増強しよう

としても、人口減少などで地域経ࡁが縮小す

れ、資金ध要が低するおそれがある。ま

た、人口の流出がஶしい地域では、世帯の転

出やࢢ部在住のࢠへの資産相続などで預金

が域外に流出し、将来的に金融機関の資金調

達に支োをきたす可能性があり、地域金融機

関はݫしいऩӹ環境にཱたされる公ࢉが高

い。そこで本稿では、金融機関のऩӹ基盤で

ある預金とି出金が、人口や世帯等の社会・

経ࡁ構の変化を通じて中期的にどのよう

な推Ҡをたどるのかを、主に企業と家計部門

の動向からలした。

（2	）ຊࡁܦの中ظ的なలʙ࿑ಇཁҼ

によるԡԼ͛د༩で؇͔にݮへ

　日本はશ国ϕースでも人口の減少がݦ在化

しているが、生産年齢人口（15～64ࡀ）は

すでに1��5年をϐークに減少している。特

に、ஂմの世代（1�47～4�年生まれ）が

年人口（65ࡀ以上）となる2012年以降、労

ಇ力不足に対するݒ೦が一段と高まってい

る。高齢化に伴うҩྍ・ࢱ、訪日外国人客

等の増加による॓ധ・飲食や小ച業、ै業者

の高齢化がஶしいݐ設業等で人ࡐ難がਂࠁで

ある。

　人員不足をഎܠに、શࣦ業率は15年平

で3.4％と5年前の5.1％から大෯に低下しۉ

た。図表1は、શࣦ業率を、ޏ用のミス

マッチ等で生じる構的・ຎࡲ的ࣦ業率と、

のѱ化などに伴うध要不足ࣦ業率に要Ҽؾܠ

分解したグラフである。15年10～12月のࣦ
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業率は3.3％（قઅ調整）であったが、ध

要不足によるࣦ業は解消し、構的・ຎࡲ的

ࣦ業率の水準に達した。ࣦ業率は期的に一

段と低下する༨地がݶられている水準にまで

վળしている。

　政や企業等は、女性や高齢者の労ಇࢢ場

への参入を拡大させるために、保育所等の整

備による待機ࣇಐの解消、配ۮ者手当の見直

し検討や3世代同ډ住宅へのิॿ等の੫ࡒ制

対策、高齢者ޏ用ଅ進・定年退職年齢の引上

げなどを進めている。年齢別に人口に対する

ब業者数の比率をみると（図表2）、女性は出

産・育ࣇのために30ࡀ代で低下するMܕࣈの

ઢをඳいている。この年齢別のब業率の構ۂ

が将来的に変わらなけれ、ब業者数は15

年の6,376ສ人から30年には5,63�ສ人へ737ສ

人（11.6％）減少するおそれがある（図表3）。

もし、労ಇࢢ場の環境がվળし、①女性のब

業率の̢ۂܕࣈઢのۼみが解消、②女性20ࡀ

代後半以降のब業率が10年時点のஉ女格差の

3分の1相当分上ঢ、③உ性50ࡀ代以降のब業

（備考）1�．構的・ຎࡲ的ࣦ業率は、ϕバリッジۂઢ（ޏ
用ࣦ業率とܽ員率の関係をࣔすۂઢ）でޏ用ࣦ業
率ʹܽ員率となる時のࣦ業者数を求めてࢉ出した。
2�．૯務ল『労ಇ力調査』、ް生労ಇল『一般職業
紹介状況』等より信金中央金庫�地域・中小企業研
究所がࢉ出・作成

ध要不足ࣦ業率
構的・ຎࡲ的ࣦ業率
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図表1	　શࣦ業（धཁෆɺߏ的・ຎ
（的ࣦ業ࡲ

（備考）1�．年齢別ब業率は国調査ϕース。現状維持ケースは、年齢別の労ಇ力人口比率・ब業率が10年の水準から変化せ
ず、年齢別人口のみ将来推計に基づいて変化するとしてࢉ出した。人口の将来推計は、国ཱ社会保ো・人口問研
究所『日本の将来推計人口（12年1月推計）』を用いた。
2�．労ಇ環境վળケースは、①女性のब業率のMۂܕࣈઢのۼみが解消、②女性20ࡀ代後半以降のब業率が10年時点
のஉ女格差の3分の1相当分上ঢ、③உ性50ࡀ代以降のब業率が上ঢ（当該年齢۠分とその5ࡀ若い年齢۠分との平
。に上ঢ）するとԾ定したۉ
3�．૯務ল『国調査（10年）』、『労ಇ力調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月推
計）』等より信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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率が上ঢ（当該年齢۠分とその5ࡀ若い年齢

۠分との平ۉに上ঢ）した場合、30年のब

業者数は6,134ສ人となり、242ສ人の減少に

とどまると推計される。ϫークライフバラン

ス（事と生活の調）が実現し、女性や高

齢者の労ಇࢢ場参入によって、ύートタイϜ

労ಇ・ϫークシェアリングの普ٴ、育ࣇ・介

護休業や有給休Ջの取得増加など、ಇき方の

多༷性やॊೈ性が高まり、ब業者当たりの労

ಇ時間が低下する一方、ब業者数は4％ఔ度

の減少にえられる可能性がある。

　将来的に、女性や高齢者がಇき手として活

用されるようになったとしても、人口の減少

と高齢化の進行をഎܠに、ब業者数ʷब業者

当たり労ಇ時間は減少する可能性が高い。

　しかし、今までも*T（情報通信ٕज़）の

導入や機ց設備等のল力化資などで人件費

の制に努めており、ٕज़進าや労ಇ生産性

の向上は着実に進లしてきた。図表4は、日

本経ࡁにおける生産性の向上が、実質成率

をԿ％ポイントԡし上げたのかをࣔしてい

る。1�80年代後半は2.5％ポイント前後のԡ

上げに寄与した。1��0年代はԡ上げ効果が

縮小し、��年は0.6％ポイントにとどまった

ものの、2000年代はվળに転じている。

2010年代は؇やかに縮小したが、15年は

0.8％ポイントのԡ上げに寄与しており、下

げ止まりつつある。先行き、設備資は人口

減少に伴う国内経ࡁの成ಷ化がݒ೦され、

力強い増加傾向は見込めない。ただ、事内

容がݫしい職種等での労ಇ力不足をഎܠに、

介護等のサービス産業でも機ց化・ল力化の

動きが進むなど、効率性の高い資が実施さ

れる可能性がある。

　中期的に日本経ࡁは、ब業者数やब業者

当たり労ಇ時間といった労ಇ要Ҽによって、

実質成率（年率）が2010年代後半に0.4％

ポイント、2020年代前半に0.5％ポイント、

2020年代後半には0.6％ポイントԡし下げら

れるおそれがある（図表5）。生産性の向上

による要Ҽは、現状のٕज़進าが続け

0.8％ポイントのԡ上げが期待でき、機ց

設備などの資本要Ҽは、2010年代後半の

0.5％ポイントから2020年代後半には0.3％ポ

イントへԡし上げ෯がঃ々に縮小するものと

推ଌされる。日本の実質経ࡁ成率（年率）

は、2010年代後半が0.�％、2020年代前半が

0.7％、2020年代後半が0.6％へと؇やかに低

下していく可能性がある。

　Ձに関しては、શࣦ業率との間に負の

（備考）1�．生産性は、-O（̖）́ -O（実質(%1ʗ（ब業者
数ʷ労ಇ時間））ɻ 資本分配率ʷ-O（（資本ストッ
クʷՔಇ率）ʗ（ब業者数ʷ労ಇ時間））として求
めた-O（̖）を、)1（)PESJDL�1SFTDPUU）フΟル
ターによって平化した数とした。
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、経ࡁ産業ল『
業生産能力･Քಇ率指数』、ް生労ಇল『ຖ月
労౷計調査』等より信金中央金庫�地域・中小企ۈ
業研究所がࢉ出・作成

（年）

（％ポイント）
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図表4	　ੜ産ੑ上の࣮࣭ࡁܦԡ上͛
効果
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相関関係（比例の関係）があり（図表6）、

ա20ڈ年間（�6～15年）の傾向では、ࣦ業率

が3.7％を下回るとՁ上ঢ率（国内ध要デフ

レーター）がプラスに転じる。図表3でࢉ出

した将来的な労ಇࢢ場において、શࣦ業率

は15年の3.4％から、30年には現状維持ケー

スで3.3％とほ΅ԣいの推Ҡが見込まれる。

労ಇ環境վળケースでは、女性や高齢者の労

ಇࢢ場への参入が活発化するので、3.7％と

若ׯ高まる可能性がある。શࣦ業率が3.3％

と3.7％の時に対応するՁ上ঢ率は、各々

0.5％、0.0％であり、この労ಇࢢ場の前提に

おいて、Ձは極めて؇ຫな上ঢになると推

ଌされる。日本経ࡁは、30年までશ国ϕース

ではプラス成を維持できるものの、その

ペースは低水準になると見込まれるため、国

内経ࡁの成に伴う資金ध要や預金ྔは؇や

かな増加テンポにとどまる公ࢉが高い。

2	．預金ʙ預金ྔの変動ཁҼɺ企業の
資産ߏɺݸਓ預金のকདྷ動

（1	）預金ྔの変動ཁҼʙ金融・ࡒ策の

関࿈ੑ

　日本のશ預金取扱機関に預けられた預金ྔ

（M3から現金通՟をআいた金額）は、200�年

半以降、おおむͶ前年同月比2.0％の水

準で推Ҡしてきた。特に「大な金融؇」

をܝげたୈ2࣍安ഒ内ֳが12年12月に発足

し、13年4月の「ྔ的・質的金融؇」導入

などをഎܠに、13年後半にかけては3.5％ఔ

度の増加率に達した。13年3月に預金ྔは

1,062兆円だったが、15年12月には1,14�兆円

（備考）1�．実質経ࡁ成率は、①労ಇ要Ҽは、図表3の労
ಇ環境վળケースのब業者数、労ಇ時間は01～15
年の15年間のトレンドでԆしてࢉ出、②資本要
Ҽは、設備資を資本ストック調整ܕ資関数
（金融要Ҽとして実質金利を加ຯ）で推計し、資
本ストックʹ前期の資本ストック （̫1ʵআ٫率）
ʴ設備資でࢉ出、③生産性要Ҽは、図表4でࢉ
出した15年の上ঢ率が持続するものとԾ定して、
コブ・μグラスܕ生産関数で推計した。
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、国ཱ社会保ো・
人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月
推計）』、経ࡁ産業ল『業生産能力･Քಇ率
指数』、ް生労ಇল『ຖ月ۈ労౷計調査』等より
信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成

（備考）1�．Ձ上ঢ率は国内ध要デフレーターを用いた。
推計ࣜの%1は�7年の消費੫率引上げ（3ˠ5％）、
%2は14年の消費੫率引上げ（5ˠ8％）のμミー
変数
2�．૯務ল『労ಇ力調査』、内ֳ『࢛半期別(%1
報』より作成
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図表5	　ຊの࣮࣭ࡁܦの中ظల

図表6	　Ձ上ঢͱશࣦ業の関係
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と約�0兆円増加している（図表7）。

　日銀はマネタリーϕース（日銀݊発行高ʴ

՟ฎ流通高ʴ日銀当座預金残高）を年間約80

兆円ペース（注1）で増加させているが、その規

に比ると預金ྔの増加は小෯にとどまっ

ている。図表7は、M3（現金通՟ʴ預金通՟

ʴ準通՟ʴৡ性預金）とマネタリーϕース

平ۉ残高の推Ҡである。マネタリーϕースは

13年3月に134.7兆円だったが、1年後の14年3

月は208.6兆円、2年後の15年3月には282.1兆

円に達した。15年12月は346.4兆円であり、

「ྔ的・質的金融؇」導入前より約210兆円

増加し、2.5ഒの規に拡大している。一

方、M3は8.6％（�7.�兆円）の増加にとどまっ

た。M3をマネタリーϕースで割った信用乗

数は、導入前には8ഒを上回っていたが、足

元では3ഒ半に低下している。金融機関

の日銀当座預金におけるա準備が拡大して

いるが、その規に対応するほどି出などは

増加せず、M3の増加はݶ定的になった。

　ただ、リーマン・ショックに伴うؾܠ後退

で日銀が金利༠導目ඪを0.1％前後（注2）にした

08年12月から「ྔ的・質的金融؇」を導

入する前（13年3月）までの期間と、「ྔ的・

質的金融؇」導入以降の13年4月～15年12

月の期間に分けて預金ྔの推Ҡをみると、こ

の2期間で構変化が生じていないとはいえ

ないことが分かる（図表7参র）（注3）。預金ྔ

は、「ྔ的・質的金融؇」導入前が月1.8兆

円ペース、導入後は月2.5兆円ペースで増加

（注）1�．13年4月の導入当ॳは年間約60～70兆円ペースだったが、14年10月末に約80兆円に拡大することをܾ定した。
2�．日銀は、08年10月31日に無担保コールレート（ཌ日）༠導目ඪを0.5％前後から0.3％前後に引き下げ、08年12月1�日に
は0.3％前後から0.1％前後に引き下げることなどをܾ定した。
3�．$IPX�TFTUとݺれる構変化の̛検定を実施した。「この2期間のトレンドઢの傾きが等しい」というؼ無Ծઆは有意水
準1％で٫غされた。'は88.0754

（備考）1�．M3ʹ現金通՟（日銀݊発行高ʴ՟ฎ流通高）ɹ 預金通՟（要求預金ʵ金融機関の保有小切手・手ܗ）ɹ 準通՟
（定期預金ʴ定期積金ʴ据置ஷ金ʴ外՟預金）ɹ ৡ性預金。対象はશ預金取扱機関。金融機関や中央政保有の預
金等は対象外
2�．日本銀行『マネーストック౷計』、『マネタリーϕース౷計』より作成
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図表7	　.3ɺ預金ྔɺϚωλϦーϕースɺ信用の推移
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しており、導入後に一段と上振れたことが確

認できる。

　預金者別にみると、08年度末以降、૯じて預

金ྔの増加ペースがまっている（図表8）。14

年度末は07年度末に比て家計部門が12.7％

（�3兆円）、法人企業が30.1％（53兆円）増加し

ており、地方政はഒ増（18兆円増）した。

　このような預金ྔの増加は、日本શ体でみ

れ金融機関のି出や証݊資などの信用

をөしているため、預金ྔの増減要Ҽを

各主体に対するି出等の信用の動向からみる

ことにする（図表�）。

　預金ྔは、08～0�年ࠒから前年比増加率

が加し始めたが、国࠴や地方࠴の保有など

（備考）1�．શ預金取扱機関に預けられた預金ʹM3ʵ現金通՟。M3ʹ現金通՟（日銀݊発行高ʴ՟ฎ流通高）ɹ 預金通՟（要
求預金ʵ金融機関の保有小切手・手ܗ）ɹ 準通՟（定期預金ʴ定期積金ʴ据置ஷ金ʴ外՟預金）ɹ ৡ性預金。金
融機関や中央政保有の預金等は対象外
2�．日本銀行『マネーストック౷計』、『マネタリーサーϕイ౷計』より作成
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図表�	　શ預金औѻػ関に預͚ΒΕͨ預金（લ年ൺ・ཁҼ別د༩）

（備考）1�．預金残高は、各部門が保有している流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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図表8	　主な制෦別の預金残高（年）
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による国・地公体向け信用の拡大が大きく寄

与した。08年末ࠒから預金取扱機関の国࠴

等の保有が増加し、「ྔ的・質的金融؇」

による日銀の国࠴ങ入れ規の拡大で預金取

扱機関の保有は減少したが、日銀の保有分を

加えると増加し続けている。また、08年10

月末の「ٸۓ保証制度」の導入、日銀の「ି

出増加支援資金供給」等の実施や金利水準の

低下などをഎܠに、民間向けି出もԡ上げに

寄与した。

　制度部門別に資金ա不足をみると、家計部

門や法人企業（非金融）は資金༨（७ି出）

の状態である一方、国・地公体等の一般政

はࡒ政難で資金不足にؕり（図表1�）、国࠴・

地方࠴等の政࠴務残高は増加している。日

本経ࡁは、サブプライϜ住宅ローンة機などの

Өڹで08年2月をϐークにؾܠ後退期に入った

後、力強さをܽいたؾܠ動向が続いた。人口

減少などの国内経ࡁの先行きに対するݒ೦か

ら民間部門の資活動が৻重化している下で、

国࠴の増発等を伴うࡒ政出動を通じて資金が

॥環し、預金ྔが増加したものと推ଌされる。

（2	）企業のஷ・資ͱ資金活用の動

　法人企業（非金融）は1��8年度以降、

2006年度をআいて資金༨の状態にあり、

一般政が資金不足で推Ҡするのと対称であ

る。14年度をみると、法人企業（非金融）

は設備資などの実資ʲ૯資本ܗ成ʴ

地のߪ入（७）r を71.0兆円行ったが、ݻ定

資本減の64.6兆円を6兆円ఔ度上回る水準

にとどまっている（図表11）。企業の内部留

保におおむͶ該当するஷ（७）等の30.3兆

円から約6兆円が実資に利用され、残り

の約24兆円が資金༨（७ି出）になった。

　企業が調達した資金をどのように活用して

いるのかを、法人企業（非金融）の૯資産額

に占める各資産߲目（ストック）の構成比か

らみることにする（図表12）。機ց設備やݐ

築などの有ܗ・無ݻܗ定資産は01年度末

（備考）1�．一般政は、中央政、地方政、社会保ো基金の合計
2�．શ制度部門の資金ա不足を合計するとゼロになる。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成

�50
�40
�30
�20
�10
0
10
20
30
40
50
（兆円）

00 01 02 03 04 05 06 07 08 0� 10 11 12 13 14
（年度）

法人企業（非金融） 金融機関 一般政
家計部門（個人企業含む） ւ外部門

�50
�40
�30
�20
�10
0
10
20
30
40
50
（兆円）

00 01 02 03 04 05 06 07 08 0� 10 11 12 13 14
（年度）

法人企業（非金融） 金融機関 一般政
家計部門（個人企業含む） ւ外部門

図表1�	　制෦別の資金աෆ（ʴは७ିग़ɺʵは७आೖ）
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の3�％ϐークに低下しており、14年度末は

30％である。୨Է資産やച上ݖ࠴などの運

転資金に係わる流動資産は、�0年度末には

40％をえていたが、在庫理・流構

の効率化による手持ち在庫の削減などで、

14年度末には30％ఔ度に低下した。法人企

業の૯資産に占める店舗・場や機ց設備・

在庫品などの実資産の割合は縮小してい

る。一方、ࢠ会社などの関係会社のࣜג等で

ある資有Ձ証݊は、1��0年代後半には5～

6％だったのが、14年度末は17％にまで上

ঢした。国内ࢢ場の縮小を見据え、ւ外ల開

を強化している企業の動向をөしている。

また、現金・預金は1��0年代後半以降、お

おむͶ10％前後で安定しているが、リーマン・

ショック後は経ةࡁ機に備える動きが強まり、

12％ఔ度にやや上ঢした。企業は૯資産の1

割強を流動性が高い現金・預金で保有する傾

向があり、足元、企業ऩӹのվળをഎܠに૯

資産額が拡大していることから、預金ྔは増

加基調で推Ҡしている（図表8参র）。先行

き、国内経ࡁの低成をөして、実資

のஶしい活発化は期待できないため、企業の

預金は引き続き積み上がる公ࢉが高い。

（備考）1�．૯資産額に占める各資産߲目の構成比。金融・保険業をআくશ産業・શ規
務ল『法人企業౷計年報』より作成ࡒ．�2
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図表12	　法ਓ企業（非金融）の主な資産߲目のߏൺ
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図表11	　法ਓ企業（非金融）のஷͱ資
（フϩー）

（備考）1�．૯資本ܗ成ʹ૯ݻ定資本ܗ成ʴ在庫品増加
2�．�8年度は日本国有మಓਗ਼ࢉ事業ஂの一般政へ
の࠴務承継、11年度は౦日本大ࡂに伴うమಓݐ
設・運༌施設整備支援機構から一般会計への国庫
ೲ付のӨڹをআいている。౷計上の不౷合等で図
表1�の資金ա不足とこの७ି出�७आ入は一கし
ない。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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信用・ߦۜࠃʙਓ預金残高の動ݸ（	3）

金庫・Ώ͏ͪΐۜߦの地域特ੑ

　日本における個人預金残高の推Ҡをみる

と（注4）、2007年度以降、前年水準を上回る状

態が続いている（図表13）。06年7月にゼロ

金利政策が解আされて金利水準が上ঢし、ஂ

մの世代（1�47～4�年生まれ）が定年退職

し始めた07～0�年度は、定期性預金を中৺

（備考）1�．個人企業を含む。預金残高は、流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計とした。
2�．日本銀行『資金॥環౷計』より作成

（備考）1�．国内銀行は店舗所在地、信金は本店所在地、ゆうちΐ銀行は口座開設所在地ϕース
2�．各ಓݝの差異効果は、各業態においてશ国の増減率からかいする部分の効果、比例効果は、各業態の増減
率がશ国と同水準とԾ定した場合の効果
3�．日本銀行『ಓݝ別預金・現金・ି出金』、信金中央金庫、ゆうちΐ銀行資料より信金中央金庫�地域・中小企
業研究所がࢉ出・作成
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図表13	　Ոܭ෦の預金残高の૿ݮ（લ年ಉظൺ）

図表14	　ಓݝ別ݸਓ預金（3業ଶ）૿ݮのγフト・γェΞ分ੳ

（注）4�．日本銀行『資金॥環౷計』の家計（個人企業含む）の資産における流動性預金、定期性預金、ৡ性預金、外՟預金の合計
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に増加した。日銀による金融؇政策の強化

（10年10月の「แׅ的な金融؇政策」、13

年4月の「ྔ的・質的金融؇」など）、11

年3月の౦日本大ࡂに伴うഛঈ金・保険金

等の支給、年金資金の流入などもあり、11

年度以降は増加率が前年比2.0％前後の水準

を維持している。特に低金利環境をөし

て、流動性預金がԡ上げに寄与してきた。

　日本શ体では、06年度末をϘトϜに個人

預金は増加しているが、地域によって個人預

金（国内銀行、信用金庫、ゆうちΐ銀行の3

業態合計）の増加率にどのような特がある

のかをみることにする。図表14は、各ಓ

ݝの個人預金残高（3業態合計）の増減率

（14年度末の対06年度末比）が、どの業態に

Ҽしてશ国との格差に結びついたのかをࣔى

したグラフである（シフト・シェア分ੳ）。

　06～14年度末に個人預金残高（3業態合

計）はશ国で12.�％増加した。શ国の増減率

を上回ったのは、౦ݝۄ࡛）ݍژ、ઍ༿ݝ、

౦ژ、ਆಸݝ）とԭೄݝ、౦日本大

ݝٶ・ݝ地のౡࡂのඃނ発事ݪ౦ి・ࡂ

である。一方、੨ݝ・ळాݝ・Ҫࢁ・ݝ

སݝ・ݝ・Վݝࢁ・ௗ取ݝ・高知ݝ・

、などは増加しているもののݝ࡚・ݝլࠤ

伸び率は低かった。業態別にみると、ゆう

ちΐ銀行（چ༣便ஷ金）の預ஷ金ྔは��年

度末に260.0兆円に達していたが、高金利時

の定額ஷ金が大ྔຬ期をܴえたことなどで

ঃ々に減少し、10年度末以降は165兆円の

ԣいݍで推Ҡしている。2000年代の10年

間で�0兆円の預ஷ金が流出し、この一部

は国内銀行や信金に流入した可能性がある。

06～14年度末の個人預金の増減率は、શ国で

国内銀行が24.8％増、信金が18.1％増と3業態

合計の12.�％増を上回った一方、ゆうちΐ銀行

は11.3％減少した。特に、भ地方でゆうちΐ

銀行のシェアの大きさにىҼするԡ下げ効果

が大きかった（比例効果）。一方、౦ݍژは、

ゆうちΐ銀行のシェアが小さいうえ、人口流入

や良なޏ用・所得環境などをഎܠに、ゆう

ちΐ銀行の減少率はશ国水準よりも小さく

（差異効果）、ゆうちΐ銀行のԡ下げ効果は小

෯にとどまった。信金の増加率がશ国水準を

上回った地域は、高知ݝやౡݝ、౦ւ地方

（Ѫ知ݝ・੩Ԭݝ）や近ـ地方（ಸ良ݝ・大ࡕ

・ژ・࣎լݝ）などであった。Ѫ知ݝ

や੩Ԭݝは、国内銀行もશ国水準ฒみの増加

率を保っており、地域経ࡁの動向をөして

預金ྔが૯じてݎ調に拡大している。高知ݝ

や大ࡕ・ಸ良ژ・ݝなどは、信金の増

加率がશ国の水準に比て高い一方、国内銀

行の増加率はશ国水準に比て低く、信金の

預金獲得力が相対的に強いものと推ଌされる。

（4	）世帯ߏの変化に͏ಓݝ別のݸ

ਓ預金૯ֹのকདྷ動

　各ಓݝの個人預金ྔは増加基調で推Ҡ

しているが、将来的に地方では、人口減少に

よる地域経ࡁの縮小や相続等に伴うࢠがら

すࢢ部への金融資産の流出などで、預金ྔ

の減少がݒ೦されている。2010～15年の間

に、高知ࣇࣛ・ݝౡݝ・੨ݝ・Վݝࢁ・

ळాݝでは世帯数が減少しており（૯務ল
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『国調査（報）』）、世帯のݝ外転出やࢮ

に伴う単世帯の消໓などで、預金の一部が

。外へ流出する傾向が強まる可能性があるݝ

　図表15は、将来的に、世帯数、世帯人員

数、世帯主年齢といった世帯構の変化に

伴って、各ಓݝの個人預金૯額がどのよ

うに変化するのかを推計したグラフである。

世帯当たりの預金額は、14年時点の水準に

定しており（૯務ল『શ国消費実態調ݻ

査』）、所得やՁの変動のӨڹをআいてい

（備考）1�．ࢉ出方法は図表15と同じ。
2�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』よ
り信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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図表16	　ݸਓ預金૯ֹの૿ݮのཁҼ別د༩（15ˠ3�年）

（備考）1�．個人預金૯額ʹ世帯主年齢別の世帯数（2人以上世帯）ʷ世帯主年齢別世帯人員当たり預金額（2人以上世帯、14
年）̫ 世帯人員数（2人以上世帯）ɹ உ女別年齢別単世帯数ʷஉ女別年齢別単世帯預金額（14年）とした。世帯当
たり預金額は14年を基準にݻ定している。
2�．各ಓݝのஉ女別年齢別単世帯預金額は、各ಓݝの2人以上世帯の1人当たり預金額にશ国のஉ女別年齢
別単世帯預金額を対応させて推計した。
3�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』よ
り信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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図表15	　世帯ߏの変化に͏ݸਓ預金૯ֹのকདྷ推ܭ
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る。また、2人以上世帯では、世帯人員が減

少した場合、1人当たり預金額ʷ減少した世

帯人員に相当する世帯の預金額がݝ外へ流出

するという保क的なԾ定を置いた。

　15～20年は、౦ݝۄ࡛）ݍژ・ઍ༿ݝ・౦

・ژ・ݝլ࣎、ݝѪ知、（ݝ・ਆಸژ

大ࡕ・ฌ庫ݝなどの3大ݍࢢやٶݝ・広

ౡݝ・Ԭݝといった地方中ݍࢢの他、

ԭೄݝが増加基調を維持しそうである。20～

25年は、౦ݍژ、Ѫ知࣎、ݝլژ・ݝ・

ฌ庫ݝやԬݝ・ԭೄݝが増加し、25～30年

は、౦ژ・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・ԭ

ೄݝをআいてݢฒみ減少すると見込まれる。

　15年から30年の15年間に、ळాݝは15％

ఔ度縮小し、੨ؠ・ݝ手ݝܗࢁ・ݝやౡࠜ

などは1割減少するおそれがあݝ高知・ݝ

る。一方、౦ݍژ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・Ԭ

は15年の水準を上回ると推ଌされݝԭೄ・ݝ

る。多くの地方で世帯数の減少が個人預金૯

額のԡ下げに寄与し（世帯数要Ҽ、図表16）、

預金が一部のݝに集中して流入する公ࢉが

大きい。ただ、後資金の積や退職金の受

給、親からの資産相続などで、世帯当たりの

預金額が多い高齢者世帯の割合が高まること

による要Ҽ（年齢構成要Ҽ）が、શ国的に個

人預金૯額のԡ上げに寄与するものと見込ま

れる。もっとも、国内経ࡁがݎ調に成し、

用・所得環境のվળやՁ・金利水準の上ޏ

ঢが進లすれ、世帯数の減少で個人預金の

流出がݒ೦される地域でも、減少率が小෯に

とどまったり、増加傾向を維持できたりする

可能性は大いに考えられる。

3	．ିग़金ʙ企業の資金調ୡ・資金ध
ཁͱݸਓି͚ग़のকདྷ動

（1	）企業ି͚ग़金残高の推移ͱ企業の資

金調ୡ・資金धཁの動

　金融機関による法人企業（非金融）向けの

ି出金残高は、リーマン・ショック後の

2010年ࠒからはおおむͶ320兆円の安定し

た推Ҡが続いている（図表17）。民間金融機

関の法人企業向けି出は、11年度末以降、

前年水準を上回っているが、増加率は小෯で

ある。

（備考）1�．金融機関は民間金融機関と公的金融機関の合計
2�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』より作成
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（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成

（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成
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図表1�	　法ਓ企業（非金融）の資金調ୡ（フϩー）

図表2�	　法ਓ企業（非金融）の資金धཁ（フϩー）

（備考）1�．負ٴ࠴び७資産合計に対する各負࠴・資本߲目の構成比
2�．金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成
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　企業は前ड़の通り、日本શ体でみれ資金

༨の状態にあり、外部から資金を積極的に

調達する環境ではない。図表18は、法人企

業（非金融）の主な負࠴・資本߲目（ストッ

ク）の構成比をࣔしている。1���年度末以

降、利ӹ༨金などの७資産の割合が高まる

一方、2006年度末に向けて金融機関からの

आ入金の割合はٸ低下した。企業のա࠴務

の削減や金融機関による不良ݖ࠴ॲ理などが

Өڹしたものと推ଌされる。08年度末は

リーマン・ショックに伴う「ٸۓ保証制度」

の導入等で金融機関आ入金のシェアが上ঢし

たが、2000年代後半以降、૯じて20％前

半で؇やかな低下傾向が続いている。

　2010年代に入って、調な企業ऩӹをഎ

に、内部留保や減Ձঈ٫などの内部調達ܠ

（フロー）は高水準で推Ҡしており、外部か

らの資金調達はݶ定的である（図表1�）。

低金利環境下で、一部の大企業では࠴務のआ

換えやM�Aなどの積極的な資を実施する

ために金融機関आ入を拡大させる動きがࢄ見

されるものの、आ入は؇やかな増加にとど

まっている。

　企業の資金ध要をみると、ؾܠの回෮や機

ց設備のٺ化などをഎܠに、設備資が

08年度の27.�兆円をϘトϜに؇やかに増加

し、14年度は3�.5兆円になった（図表2�）。

他に在庫資などの運転資金を加えると、資

金ध要計は55.4兆円になる。一方、14年度は

内部留保が4�.2兆円、減Ձঈ٫が37.6兆円で

内部調達計は86.�兆円に達し、資金ध要計を

30兆円上回った。その内の28.1兆円は運用

資金として活用されている。

　資金ध要から内部調達を差し引いた金額は、

外部から資金を調達しなけれならない必要

額の目安となる。バブルؾܠの時期は、資金

ध要が内部調達の規を大෯に上回ったうえ、

証݊資等の「ࡒテク」も活発化したため、

外部からの資金調達がٸ増した（図表21ࠨ）。

バブル経ࡁ崩յ後は、ա設備の削減や設備

資の৻重化などで資金ध要が力強さをܽい

ている。02年2月～08年2月の「い͟なみܠ

ܠ0�年4月～12年3月や12年12月以降の、「ؾ

面では、企業の内部留保が拡大したہ拡大ؾ

ため、内部調達が資金ध要を上回る状況が続

き、運用資金や࠴務返ࡁ資金などとして利用

されてきた。�5～14年度の傾向では、内部

調達が資金ध要を上回る金額が1兆円増加す

ると5,668億円規の࠴務が削減されている

ため（図表21ӈ）、資金ध要が引き続き低

すれ、外部から資金を調達する動きが制

される公ࢉが高い。

　16年1月に日銀が「マイナス金利付きྔ

的・質的金融؇」の導入をܾ定し、名目金

利は一段と低下した。デフレݒ೦も؇して

いるため、実質金利の低下が設備資などの

資金ध要をىשすると期待する向きがある。

図表22は、実質設備資の各5年間の増減率

を、実質(%1要Ҽ、資本ストック要Ҽ、実

質金利要Ҽに寄与度分解したグラフである。

バブル経ࡁ崩յ後、名目金利は低下基調で推

Ҡしてきたものの、デフレの期化で実質金

利の低下はݶられた。しかし、15年の実質

設備資は、10年の水準に比て12.2％増加
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したが、実質金利が5.7％ポイントのԡし上

げに寄与している。10年は期ି出約定平

金利（国内銀行）が1.7％、Ձ上ঢ率ۉ

（(%1デフレーター）がマイナス2.2％で実質

金利は3.�％だったが、15年は名目金利が

1.1％、Ձ上ঢ率がプラス2.0％で実質金利

がマイナス0.�％へ大෯に低下した効果がද

われた。足元、日銀の「マイナス金利」導入

をөして、10年国࠴利回りが16年2月下

०以降マイナスݍで推Ҡするなど、期金利

は一段と低下している。ただ、先行き、期

ି出約定平ۉ金利がマイナスになることは金

融機関のऩӹ面をצ案すると想定し難く、

Ձも؇ຫな上ঢにとどまると見込まれるた

め、実質金利の更なる低下にはݶքがある。

国内経ࡁは先行き低成が見込まれ、設備

資などの資金ध要が大෯に増加することは期

待しにくい。

　また、地方では、高齢化による後継者難、

人口減少によるಇき手不足や地域経ࡁの縮小

などをഎܠに、事業所のഇ業・ఫ退等の増加

や࠴務の返ࡁなどが進行し、企業向けି出金

残高が減少するおそれがある。図表23は、

各ಓݝの企業向けି出金残高が、域内経

別ब業者数増減率で代ݝの動向（ಓࡁ

（備考）1�．実質金利ʹ期ି出約定平ۉ金利（国内銀行、
ストック）ɻ (%1デフレーター上ঢ率とした。産
出ྔに見合う適ਖ਼な資本ストックの水準を達成す
るように設備資が実施されるという資本ストッ
ク調整ܕ資関数（金融要Ҽとして実質金利を加
ຯ）で推計した。
2�．内ֳ『࢛半期別(%1報』、『民間企業資本ス
トック』、日本銀行資料等より信金中央金庫�地
域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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（備考）金融・保険業をআくશ産業・શ規。ࡒ務ল『法人企業౷計年報』より作成

図表21	　法ਓ企業（非金融）の外෦資金ඞཁֹͱ外෦調ୡ（フϩー）の関係
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替）と域外経ࡁの動向（日本の経ࡁ成率で

代替）に対応して推ҠするとԾ定した場合の

将来推計である。20年までは、ळాݝ・੨

ݝ・高知ݝなどをআいておおむͶ企業向け

ି出金残高は増加基調を維持できそうだが、

ঃ々に、人口減少に伴う地域経ࡁの縮小がԡ

下げに寄与する度合いが強まると見込まれ

る。先行き、観ޫ資ݯの開や新たな付加Ձ
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非基盤産業の当ॳの規ɿ80億円 基盤産業の当ॳの規ɿ20億円
˞#/比（非基盤産業ʸ基盤産業） ʹ 4ഒ
　#/（地域経ࡁ基盤）分ੳでは、非基盤産業ʹ定数ʷ域内ࢢ場（非基盤産業ʴ基盤産業）が成りཱつとԾ定

② 乗数効果（BN比）で非基盤産業に波及 ① 域外経済が拡大（5％）した影響

　̍億円ʷ4ʹʴ4億円 　20億円ʷ0.05ʹʴ̍億円
˰80億円ʴ4億円ʹ84億円 ˰20億円ʴ̍億円ʹ21億円

③ 域内就業者が減少（▲10％）した影響 ③ 域内就業者数が減少（▲10％）した影響

　84億円ʷ˛0.1ʹ˛2.1億円ʷ4ʹ˛8.4億円 　21億円ʷ˛0.1ʹ˛2.1億円
˰84億円ʵ8.4億円ʹ75.6億円 ˰21億円ʵ2.1億円ʹ18.�億円

合計ɿ75.6億円ʴ18.�億円ʹ1.05ʷ0.�ʷ100億円（80億円ʴ20億円）ʹ�4.5億円

図表23	　֤ಓݝの企業ି͚ग़金残高のকདྷ推ܭ

ʻج൫産業ͱ非ج൫産業͕͋る地域ࡁܦの例ʼ

（備考）1�．域内経ࡁの動向を各ಓݝのब業者数増減率、域外経ࡁの動向を日本の実質経ࡁ成率で推Ҡするものとみな
し、その動向に応じて企業向けି出金残高が増減するとԾ定した。各ಓݝのब業者数の増減率ʷ日本の実質経
。出した（各5年間の増減率）ࢉ成率でࡁ
2�．ब業者数は図表3における労ಇ環境վળϕースのಓݝ別の結果、日本の実質経ࡁ成率は図表5の結果を用いた。
3�．内ֳ『国民経ࡁ計ࢉ確報』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の将来推計人口（12年1月推計）』等より信
金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成
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の高い品・サービスの開発を推し進める

など、域外からध要を取り込むことで地域経

さىשを活性化させられれ、資金ध要をࡁ

せることは可能である。

（2	）世帯ߏの変化に͏ಓݝ別のݸ

ਓି͚ग़金残高のকདྷ動

　個人向けି出金残高の前年比増減率をみる

と、2013年以降プラスで推Ҡしている（図表24）。

特に、14年4月の消費੫率引上げ前の駆込み

ध要や相続੫վਖ਼をഎܠにしたઅ੫対策など

で住宅ି付のԡ上げがݦஶだった。個人向け

ି出は住宅関連がけん引しており、住ډを取得

する世帯の動向にӨڹを受けるため、本અで

は、将来的な世帯構の変化によって、個人

向けି出金残高がどのように推Ҡするのかを

ಓݝ別に考する。

　世帯当たりの負࠴現在高（શ国）は、2人以

上世帯の平ۉで533ສ円（14年）である。世

帯主年齢別にみると、住宅を取得する世代が

多い35～3ࡀ�が1,125ສ円、40～44ࡀが1,031

ສ円と高く、それ以降は住宅ローン等の返ࡁ

が進むのでঃ々に減少していく（図表25）。単

世帯は持ち家ࢤ向が低いため、負࠴現在高

は2人以上世帯に比ると少ない。

　世帯主年齢が35～3ࡀ�の2人以上世帯で

は、負࠴現在高の�5.5％が住宅・地のため

の負࠴であり、住宅の動向は個人向けି出金

残高に大きなӨڹをٴ΅す。各ಓݝの新

設住宅着ށ数を、バブルؾܠの時期

（備考）1�．金融機関による家計部門（個人企業含む）向けି出（ストック）の増減率
2�．日本銀行『資金॥環౷計』より作成
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図表24	　Ոܭ෦ି͚ग़金残高の૿ݮ（લ年ಉظൺ）
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（1�86～�0年の合計）と比較すると、足元の

5年間（2011～15年の合計）は、高知ݝで3

分の1ఔ度、ւಓ・੨ݝ・ळాࢁ・ݝས

などは約4割の水準にまでམち込ݝಸ良・ݝ

んだ（図表26）。ԭೄݝはバブル期ฒみの高

水準を維持しているが、౦ژ・Ѫ知ݝと

いったࢢ部でも6割後半の水準にまで減

少している。౦日本大ࡂのඃࡂ地であるٶ

ؠ・ݝ手ݝ・ౡݝは、足元、෮ڵध要で

06～10年の水準を上回っている。࣎լݝや

部पล地域では、バブル経ࢢなどのݝլࠤ

崩յ後の1��0年代に住宅資がり上がࡁ

り、2000年代に入って減少基調に転じた。

足元、相続੫等のઅ੫対策でି家のݐ築がఈ

く推Ҡしているものの、将来的には住宅取ݎ

得世代の減少が見込まれるため、ஂմジュニ

ア世代（1�71～74年生まれ）等の持ち家の

住宅・コډ替え、職住近接住宅・3世代同ݐ

ンύクトシテΟ等の普ٴなど、新たな住宅ध

要がىשされないݶり、個人向けି出金残高

は縮小を強いられる可能性がある。

　図表27は、将来的に、世帯数、世帯主年

齢、家族構成の変化（結ࠗ等による単世帯

から2人以上世帯へのҠ行等による効果）に

伴って、各ಓݝの個人向けି出金残高

（世帯の負࠴現在高૯額）がどのように増減
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図表26	　৽設ॅணށの推移（86ʙ��年ʹ1��）

（備考）1�．各5年間の合計ށ数。バブルؾܠの時期に当たる86～�0年の5年間を基準にした。
2�．国ަ通ল『住宅着౷計』より作成

（備考）૯務ল『શ国消費実態調査』より作成
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するのかをࣔしたグラフである。世帯当たり

の負࠴現在高は14年時点の水準にݻ定して

いる。少ࢠ高齢化をഎܠに、結ࠗ等で新たに

所帯を構え、新ډ取得やࢠ育て等の資金を必

要とする年齢層の人口が減少し、住宅ローン

や教育・マイΧーローンなどの新規ି出が低

する一方、ஂմの世代やஂմジュニア世代

などの人口のϘリューϜが大きい世代のロー

（15年ʹ100）
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図表27	　世帯ߏの変化に͏ݸਓି͚ग़金残高（世帯のෛࡏݱ࠴高૯ֹ）のকདྷ推ܭͱ
༩دのཁҼ別ݮ૿

（備考）1�．個人向けି出金残高ʹ世帯主年齢別の世帯数（2人以上世帯）̫ 世帯主年齢別世帯当たり負࠴現在高（2人以上世帯、
14年）ɹ உ女別年齢別単世帯数ʷஉ女別年齢別単世帯負࠴現在高（14年）とした。世帯当たり負࠴現在高は14
年を基準にݻ定している。
2�．各ಓݝのஉ女別年齢別単世帯負࠴現在高は、各ಓݝの2人以上世帯の1人当たり負࠴現在高に、શ国の
உ女別年齢別単世帯負࠴現在高を対応させて推計した。
3�．૯務ল『શ国消費実態調査』、国ཱ社会保ো・人口問研究所『日本の世帯数の将来推計（ಓݝ別推計）』等
より信金中央金庫�地域・中小企業研究所がࢉ出・作成



22� 信金中金月報　2016.8�増刊号

ン返ࡁが進లしていくため、個人向けି出金

残高は減少していく可能性がある。30年に

は、15年と比た世帯構の変化によって、

ւಓ・੨ݝ・ळాݝ・ݝ・Վࢁ

などで個人向けି出金残ݝ߳・ݝ口ࢁ・ݝ

高に2割ఔ度のԡ下げѹ力がֻかるおそれが

ある。少ࢠ高齢化の進లが؇やかなԭೄݝは

現在の水準を維持しそうだが、ٶݝ・౦ژ

・ਆಸݝ・Ѫ知࣎・ݝլݝ・Ԭࠤ・ݝ

լݝなどのࢢ部やそのपล地域でも、1割

ఔ度のԡ下げѹ力が加わりそうである。

　世帯主年齢が高い世帯ほど多くの預金を保

有している一方、負࠴残高は高齢になるに

ैって返ࡁが進んで減少する。例え、ळా

では、30年に個人預金が15年に比て約ݝ

15％減少すると見込まれる一方、個人向け

ି出金は約22％減と預金の減少率を上回る

公ࢉが高く、高齢化による世帯の年齢構成の

変化は、金融機関の預ି率の引き下げに大き

く寄与するものと推ଌされる。

おわりに

　日本経ࡁは、人口減少と高齢化の進行をഎ

に、中期的に低成が見込まれることかܠ

ら、設備資等の資金ध要が低する公ࢉが

高い。政も将来世代に࠴務をできるだけ残

さないよう、ࡀ出制や国民負担の増加などに

よる国・地方のプライマリーバランスのࣈࠇ化

（2020年度まで）や࠴務残高（対(%1比）の安

定的な低下（21年度以降）などのࡒ政再ݐを

目指している。先行き、日本ࢢ場の成ख़化や世

帯構の高齢化、国・地公体等のࡒ政ࣈの

削減などをөして、国શ体における資金ध

要は低下し、預金ྔも増がಷ化していく可

能性がある。

　特に、人口や世帯の減少がஶしい地域では、

資金ध要の大෯な低下が見込まれる。地域金

融機関では、地銀は経営౷合などによる「規

の経ࡁ」を求することで生き残りをࡧ

するケースがࢄ見されるが、小規な金融機

関は、地域経ࡁの動向に合わせながら安定的

なऩӹの確保に努めるのと同時に、業態内や

他業種・研究機関等との連携強化を図るなど

して業務の効率化を推し進める必要性が高ま

ろう。また、新規の融資を۷りىこすために、

取引先に対して、ニーζの高い新しい高付加

Ձの品・サービスなどを生み出すアイデア

を発見して事業化を支援したり、域外における

ध要の取込みや優良入先・ޏ用の確保を

狙って*T（#UP$、#UP#、インターネットによ

る情報提供等）の活用やビジネスマッチング・

人ࡐマッチング等でൢച・調達チャネルの多

༷化を推進したりするなど、資金面でのサポー

トの他にى業ଅ進、新品・サービスのニーζ

の発۷や業務の効率化などの経営アドバイス

を含めた૯合的なサービスを提供する態の

構築が求められる。人口減少がݒ೦される地

域でも、有用性の高いアイデアの事業化やൢ

࿏拡大などがىരࡎとなって、地域経ࡁが活

性化する可能性はे分に考えられる。



（キーワード）  ϑΟϯςοΫ、վਖ਼ۜߦ๏、Φーϓϯ・Πϊϕーγϣϯ、"*（ਓ）、
ϒϩοΫνΣーϯ

（視　点）
　2015年�月に金融ிから公දされた「平成27事務年度金融行政方」の中で、۩体的重点施
策の一つとして「'JOTFDIへの対応」がڍげられ、フΟンテックの動きをできるݶり先取りし
てѲしながら環境整備していくことがࣔされた。また、2016年5月25日、銀行等による金融
関連*T企業等への出資の容қ化などを内容とする「情報通信ٕज़の進ల等の環境変化に対応す
るための銀行法等の一部をվਖ਼する法」（いわゆる「վਖ਼銀行法」）が可ܾ、成ཱした。
　このように、「フΟンテック」を推進するうえでの法制度上の環境整備が進む中で、信金中央
金庫�地域・中小企業研究所では、本稿をൽ切りに、今後、フΟンテックにかかる情報を継続的
に発信していくこととしている。
（要　旨）
⃝�「フΟンテック」とは、「'JOBODF（金融）」と「TFDIOPMPHZ（ٕज़）」を組み合わせたޠ
であり、主に*Tを活用したֵ新的な金融サービス事業を指す。既存の銀行等が提供してい
ない金融サービスをスϐーデΟーに提供していることが多いことから、「*T業քでഓわれた
新ٕज़・サービスを金融業քに持ち込み、保क的といわれる金融サービス業を再デザイン
する（利用者へのl見せ方zを変ֵする）こと」と定ٛづけられることもある。

⃝�Ԥถで提供される主なフΟンテックのサービスྖ域は、「ܾࡁ」と「融資」でかなりの割合
を占めるといわれているが、現在のところわが国では、家計アプリやロϘアドバイザー
に代දされる「資産運用」が中৺となっている。

⃝�わが国の「フΟンテック」は、Ԥถでの「フΟンテック」の普ٴ、拡大の動きを受けて、
まず民間でり上がりをみせ、2015年上期以降注目されるようになった。各লி、中央銀
行、国会ٞ員の間でさま͟まな会ٞ体や研究会がཱち上がり、ਫ਼力的にٞ論が行われ、法
制度上の環境整備が進められている。メガバンクや大手地方銀行などは、専門部ॺをཱち
上げ、۩体的なサービス提供に動き始めている。今後は、「Φープン・イϊϕーション」や
「ブロックチェーン」などが注目テーマとなろう。
⃝�非対面チャネルの拡充につながる「フΟンテック」について、マスセールスに積極的なメガ
バンクや大手地方銀行と異なり、'BDFUP'BDFで金融サービスを提供する信用金庫がどのよ
うに取り組むきかは、その本質をよく理解し、中期的な視点で検討する必要があろう。

調 査

ཋͼΔʮϑΟϯςοΫʯᶃޫ٭にٸ
ʵʮϑΟϯςοΫʯΛ८Δۙ࠷のಈʵ

信金中央金庫 地域・中小企業研究所

দ࡚　ӳҰ
信金中央金庫 地域・中小企業研究所主研究һ
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はじめに

マネーフォϫード（ג）富士通૯研や（ג）　

は、その出൛のなかで、ถ国の*T分調査

会社ガートナー社が提এする「ハイプサイク

ル（注）1」を引用し、「フΟンテック」は、2015

年から2016年にかけての時点で「ա度の期

待のϐーク期」に差しかかる段階にあると推

ଌしている（図表1）。また、（ג）/TTデー

タ経営研究所の情報ࢽ「情報未来/P.50」

（2016年2月）では、目的が໌確でない中での

フΟンテックサービスの導入を「フΟンテッ

クࡇり」とද現してܯを໐らしている。

　このように、*$T（情報通信ٕज़）の進ల

とともにٸにޫ٭をཋびるようになった

「フΟンテック」ではあるが、取ࡐ等を通じ

て感じることは、「バζϫード」すなわち

「フΟンテック」の໌確な定ٛや範囲が定

まっていない中で、人によってࢥいුかる

イメージがઍ差ສ別であり、あるいはએจ

۟として合よく引用されているҹ象を受け

る点である。こうした中、2016年5月25日、

銀行等による金融関連*T企業等への出資の

容қ化などを内容とする「情報通信ٕज़の進

ల等の環境変化に対応するための銀行法等の

一部をվਖ਼する法」（以下、「վਖ਼銀行法」

という。）が可ܾ、成ཱした。

　そこで本稿では、「フΟンテック」をࡐに

した金融調査情報のॳ回として、まず「フΟ

ンテック」の定ٛや事業ྖ域を整理するとと

もに、今後の注目テーマに৮れながら「フΟ

ンテック」を८る最近の動向を֓観する。ち

なみに、「フΟンテック」をࡐとした࣍回以

降の金融調査情報では、フΟンテック企業等

への訪問取ࡐをもとに事例紹介し、継続的に

情報発信していくことを予定している。

1．ʮフΟϯテοΫʯͱは

（1）定ٛ

　「フΟンテック」とは、一般的に、「'JOBODF

（金融）」と「TFDIOPMPHZ（ٕज़）」を組み合わ

せたޠとݴわれる。2015年12月22日に公

දされた金融৹ٞ会による「ܾࡁ業務等の高

度化に関するϫーキング・グループ報ࠂ�～

ᴈ໌ظ

ؒ　ظ

ظ໓ݬ

աのظのϐーΫظ

ظ活動ܒ

ظ

ੜ産の҆定ظ

フィンテック
（2015年時点、富士通総研）

フィンテック
（2016年3月時点、マネーフォワード）

（備考�）۱本ਖ਼・দ໌ٛݪஶ『'JOUFDIとはԿか』（2016
年）Q147、௰༱介・୍ढ़༤ஶ『'JOTFDI入門』（2016
年）Q45をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所
作成

図表1	　ʮաのظのϐーΫظʯに͋るフΟ
ϯテοΫ

（注）1�.ハイプサイクルとは、新ٕज़が社会に認知され定着していくまでのプロセスを「ᴈ໌期」、「ա度の期待のϐーク期」、「ݬ໓
期」、「ܒ活動期」、「生産の安定期」とද現してઆ໌するものである。なお、ガートナー社は、2015年10月27日に、「日本
におけるテクϊロジのハイプサイクルɿ2015年」を公දしている（IUUQT���XXX.HBSUOFS.DP.KQ�QSFTT�IUNM�QS20151027�01.
IUNM）。

24� 信金中金月報　2016.8 増刊号



高度化に向けたઓུ的取組み～」（以ࡁܾ

下、「ܾࡁ高度化8(報ࠂ」という。）の中で

も（注）2、「'JOTFDIとは、金融（'JOBODF）とٕ

ज़（TFDIOPMPHZ）をֻけ合わせたޠであ

り、主に、*Tを活用したֵ新的な金融サー

ビス事業を指す。特に、近年は、ւ外を中৺

に、*Tϕンチャー企業が、*Tٕज़を生かし

て、౷的な銀行等が提供していない金融

サービスを提供する動きが活発化してい

る。」とઆ໌されている。

　信金中央金庫�地域・中小企業研究所発刊

のニュース�トϐックス/P.27�25（2016年ù月

18日）『ޫ٭をཋびる「フΟンテック」ɻ 地

域金融機関にとっての「フΟンテック」ɻ 』（注）3

では、「フΟンテック」というݴ༿を「最近

の傾向では、金融関連テクϊロジーを扱う

*T企業を指すことが多い。」と指ఠした。こ

うした*T企業は、ܾࡁ高度化8(報ࠂにあっ

たとおり、既存の銀行等が提供していない金

融サービスをスϐーデΟーに提供しているこ

とが多い。そこで本稿では、「フΟンテッ

ク」を「*T業քでഓわれた新
4

ٕज़・サービ

スを金融業քに持ち込み、保क的といわれる

金融サービスを再デザイン
4 4 4 4 4

する（利用者への

l見せ方zを変ֵする）こと」と定ٛづけるこ

ととする。

　なお、「フΟンテック」をଊえるうえで、

Ԥถでは「アンバンドリング（機能分化）」

と「デΟスラプター（ഁյ者）」の2つの用ޠ

がキーϫードとしてڍげられることが多い。

前者は、金融機関が顧客に対して一体的に提

供してきた預金、融資、ܾࡁの機能の一部を

分解し、フΟンテック企業が低コストとス

ϐードをثに顧客利便性を高めてサービス

を拡充する動きである。後者は、フΟンテッ

ク企業が高度な*Tをثに既存の金融マー

ケットに෩݀を開ける動きである。ただし、

後者については、ݎ࿚で安શ性の高いצ定ܥ

システϜネットϫークをもつわが国ではೃછ

みにくく、フΟンテック企業は、むしろ「ト

ランスフォーマー（銀行サービスのܗを変化

させる者）」とݴえるのではないだろうか。

業・サービスྖ域ࣄ（2）

　「フΟンテック」の事業ྖ域をみるにあ

たっては、「規制分」（融資、ܾࡁ、ૹ金、

資）と「規制外分」（情報理、業務支

援、Ծ想通՟）の2種類に分ける（注）4など、

「フΟンテック」に໌確な定ٛがないゆえ

に、さま͟まな見方がある。本稿では、個人

向けサービスと法人向けサービスという切り

口で、図表2のとおり大まかに分類した。例

え、ܾࡁでは「41*,&（注）5」や「$PJOFZ（注）6」、

資産運用では「お金のデザイン（注）7」や

（注）2��．本報ࠂのうち（注）1��参র
������3��．�IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�1%'OFXT�UPQJDT�20160218.QEG参র
Q18参র『世代金融ビジネス࣍�情報未来/P.50�特集』TTデータ経営研究所/（ג）．��������4
������5��．メタップス（アプリऩӹプラットフォーϜ運営会社）が運営するܾࡁ手数料0％のΦンラインܾࡁサービス（IUUQT���TQJLF.

DD�）参র
������6��．わが国ॳのスマートフォンܾࡁサービス（IUUQT���DPJOFZ.DPN�）参র
������7��．低コストでのグローバル資産運用提案サービス（IUUQT���XXX.NPOFZ�EFTJHO.DPN�）参র
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（備考�）各種จ献をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研
究所作成

図表2	　ʮフΟϯテοΫʯのࣄ業ྖ域

（注）8��．生命保険など保険情報比較サービス（IUUQ���JOTOFYU.DPN�）参র
���������．会計帳を自動作成できるクラウド会計サービス（IUUQT���XXX.GSFFF.DP.KQ�）参র
������10��．Ϣーザϕース社が運営する企業のࡒ務データや業ք情報などの経ࡁ情報を取得できる情報データϕース（本事例は、信金�����������

中金月報2015年5月号『*T利活用が「金融機関」にもたらすものは 「ɻ*Tʷ金融」の可能性ʵ』（2015年5月）Q58�5�で紹介、
IUUQ���XXX.TDCSJ.KQ�1%'HFQQPV�2015�2015�5.QEG）
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Φϯライϯ融資

（個人資産理、資産運用・資
アドバイス、会計業務支援等）

（備考�）各種取ࡐ等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

「*/4/&9T（注）8」などが知られている。その

ほか、会計ιフトでは「GSFFF（注）�」、金融情

報では「41&&%A（注）10」などが活躍してい

る。なお、それͧれのサービスを提供する

フΟンテック企業の事例は、࣍回以降で紹介

することとしたい。

　また、「フΟンテック」をサービス͝と

に、金融業քに与えるӨڹ度を֓観すると、

図表3のとおりࣔすことができるだろう。こ

れらのサービスは、必ずしもすてが新しい

ものではない。例え、「モバイルバンキン

グ」や「モバイル証݊」などのサービスは、

2000年前後の（ג）ジャύンネット銀行の開

業（2000年Ā月）をはじめとするΦンライン

専業銀行の誕生、দҪ証 による国内（ג݊）

個人 法人

決済（仮想通貨含む）

送金（国内・海外）

クラウドファンディング

オンライン融資

個人資産管理

資産運用・投資
アドバイス

経営支援

会計業務支援

金融情報サービス

図表3	　主なフΟϯテοΫサービスͱ金融サービス変ֵに༩えͦ͏なӨڹ߹い
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ॳのネット証݊取引サービスの提供（1��8

年5月）などの流れを受けたものであり「変

ֵ度」は高いとはݴえない。

　ここでは、現時点では「変ֵ度」は高いと

はいえないものの最近ٸにޫ٭をཋびてい

る「A*（アーテΟフΟシャルインテリジェ

ンス�人知能）」、さま͟まな利用方法や可

能性があると指ఠされている「ブロック

チェーン」、そしてւ外ではਁಁしている

ιーシャルレンデΟング（注）11に代දされる

「Φンライン融資」に৮れてみたい。

　「A*」は、金融業քでは「ロϘアドバイ

ザー」での活用でೃછみਂいものになりつつ

ある。「ロϘアドバイザー」は、利用者から

与えられた情報を基に独自のアルΰリζϜで

計ࢉを行い自動的に最適な資ポートフォリ

Φを提案・運用する資産運用サービスであ

る。ถ国では運用規はさほど大きくないも

のの参入企業数が増加している。わが国でも

2015年10月に、（ג）みずほ銀行が資産運用

アドバイスサービス「4MA3T�'0-*0」（注）12

を提供するなど注目をཋびつつある。また、

銀行は、16年2月、ถ*#M+'6ژඛ౦ࡾ（ג）

社の人知能「8BUTPO（ϫトιン）」を活用

して、無料対アプリ-*/&を通じ顧客から

の問合せ対応を開始する（注）13など、接客サー

ビスに活かす動きが出ている。現時点では、

「A*」の新ٕज़であるデΟープラーニング

（ਂ層ֶश）（注）14やԻ認ࣝなどのٕज़が発ల

్上のため、今す͙に大きな「変ֵ」がىこ

るものではない。しかし、「A*」について

は、ถグーグル社が開発した「アルフΝޟ」

がプロع士にউ利したり、2045年には人間

のを上回るlシンΪュラリテΟー（ٕज़的

特異点）zがになったとおり、今後、金

融業քの範ᙝをえて社会શ体の「変ֵ」を

ଅしていく可能性をൿめている。

　「ブロックチェーン」は、҉号ٕज़と121

（ϐア・πー・ϐア）ネットϫークٕज़（注）15

を応用したl分هܕࢄ理ٕज़zである。二

重取引の有無など取引هの整合性を検証し

ながらブロックを作成していくため、վ͟ん

が極めてࠔ難である特をもつ。また、分ࢄ

ネットϫークは中央サーバー等を設けずܕ

に、ネットϫーク参加者で帳をڞ有するた

め、システϜμウンに強い、コストが安いと

いう点でも注目を集めている。「ブロック

チェーン」の応用例の一つとしてԾ想通՟

ビットコイン（#JUDPJO、銀行の残高元帳を

分ࢄ）は有名である。ただし、「ブロック

チェーン」には、認証に時間がかかる、取引

を最ऴ確認できない、安શ性の証໌や検証が

不े分であるなどの問がڍげられ、未成ख़

な側面もあるといわれている。しかし、今後

研究が進められ、ブロックチェーンٕज़の基

盤を構築していくことができれ、金融業ք

（注）11��．121（1FFS�UP�1FFS）フΝイナンスともいわれ、आり手とିし手を直接マッチング（金融介）するサービスの૯称である。
������12��．みずほ銀行ニュースリリース（IUUQ���XXX.NJ[VIPCBOL.DP.KQ�SFMFBTF�QEG�20151030SFMFBTF@KQ.QEG）参র
銀行ニュースリリース（IUUQ���XXX.CL.NVGH.KQ�JOGP�QEG�20160218@JOGP.QEG）参র̛̟̪ژඛ౦ࡾ．��������13
������14��．人間のਆ経細๔のಇきをιフトウェアとして再現したニューラルネットの組みをԿ層にも重Ͷることにより、高度な

情報ॲ理を行うٕज़のこと。
������15�．ネットϫーク上で対等な関係にある末間を相ޓに直接接続してデータをૹ受信する通信方ࣜのこと。
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にとどまらない෯広い分での活用が期待で

きるだろう。

　一方、「Φンライン融資」について、ถ国

ではҠ民の問やݫ格なクレジットスコア

（個人の信用力の格付け）の運用などの問

があって、आ入れしたくてもआ入れできない

層が多く存在し、既存の金融機関が融資しな

い信用力の低い層に資金をିし出すフΟン

テック企業が数多く設ཱされてきた。わが国

では、こうした問がݦ在化していないこと

や、ି金業法などで「1対1のιーシャルレ

ンデΟング」が制度上認められていない（注）16

こともあり、法制度の変更が行われないݶ

り、当面、普ٴは難しいと考えられている。

2	．わ͕ࠃのʮフΟϯテοΫʯΛ८る
の動ۙ࠷

　「フΟンテック」というݴ༿は、ถ国の金

融専門メデΟア「アメリΧン・バンΧー

（ANFSJDBO�#BOLFS）」とถ国の金融調査サー

ビス企業「*%$�'JOBODJBM�*OTJHIUT」がຖ年ळ

にフΟンテック企業100社をランキングした

「'JOTFDI100」（注）17を 公 දするなど、既に

2000年代前半から使われていたが、一般の

間ではೃછみのないݴ༿であった。

　「フΟンテック」が世ք的にٸに注目を

ཋびたഎܠとして、2008年にىきたリーマ

ンショックをܖ機に、とりわけถ国におい

て、政から支援を受ける既存の金融機関に

対する利用者からの不信感が高まったことが

げられる。こうしたなか、ถ国バイアコڍ

Ϝ・メデΟア・ネットϫークから発දされた

調査結果「ミレニアル世代のഁյ指ඪ（注）18」

の中で、「フΟンテック」により銀行業が最

もഁյ的なӨڹを受けると公දされた（注）1�。

また、リーマンショックを受け、既存の金融

機関での大規なリストラにより転職ࢢ場に

多くの人ࡐが流出したことで、これら金融専

門人ࡐと*T人ࡐとの融合がىこり、ถ国で

はフΟンテック企業がٸ増した（図表4）。

　ӳ国では、2014年8月に、金融機関とフΟン

テック企業などから構成される業քஂ体

「*OOPWBUF�'JOBODF（注）20」が設ཱされ、同年10月

には金融行ҝ規制機構（'$A���'JOBODJBM�

$POEVDU�AVUIPSJUZ）におけるプロジェクト

「1SPKFDU�*OOPWBUF（注）21」で消費者利ӹにかなう

金融サービスのイϊϕーションがྭされ

た。また、2015年3月に、Պֶி（(PWFSONFOU�

（注）16��．わが国のιーシャルレンデΟングでは、まず金融介事業者がି金業法̏にもとづくొをしたうえで、ିし手がこの
金融介事業者とಗ名組合ܖ約を結んで資金提供し、その資金をもとに金融介事業者がआり手にିし付けるスキーϜを
とっている（例ɿNBOFP）。また、金融介事業者は、ಗ名組合の出資者として資家をื集するにあたり、金融商品取引
法上のୈ二種金融商品取引業者としてのొも必要となる。

������17�．2015年のランキングは、アメリΧンバンΧーࢴ（IUUQ���XXX.BNFSJDBOCBOLFS.DPN�pOUFDI�GPSXBSE�SBOLJOHT�）や*%$�
'JOBODJBM�*OTJHIUTホーϜページ（IUUQ���XXX.JED.DPN�EPXOMPBET�*%$@'JOBODJBM@*OTJHIUT@'JOTFDI@3BOLJOHT�2015.QEG）に
おいて公දされている。上位100位には、わが国からଜ૯合研究所（10位）、シンプレクス社（74位）の2社がランクイン
している。

������18�．TIF�MJMMFOOJBM�%JTSVQUJPO�*OEFY（2014年）
　　　（IUUQ���XXX.NJMMFOOJBMEJTSVQUJPOJOEFY.DPN�XQ�DPOUFOU�VQMPBET�2014�02�M%*@'JOBM.QEG）参র
������1��．1�81年から2000年生まれのミレニアル世代とݺれる̍ສ人を対象としたアンケート調査であり、銀行サービスに関す

る意ࣝ調査では、「3人に1人が�0日以内に利用する銀行を変更」、「33％が銀行をશく必要としない」、「73％が銀行よりも*T
企業の金融サービスに期待」などの結果がࣔされている。

������20�．IUUQ���JOOPWBUFpOBODF.DPN�参র
������21�．IUUQT���JOOPWBUF.GDB.PSH.VL�参র
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0⒏DF�GPS�4DJFODF） から報ࠂॻ「'JOTFDI�

'VUVSFT」（注）22が公දされ、2025年までにフΟ

ンテック産業が発లしていくためのビジョン

がࣔされている。

　アジアଠ平༸地域においてもフΟンテック

企業のサービスྖ域は、ܾࡁ分から始まっ

てさま͟まな分に拡大しており、資額

ϕースでみると、ܾࡁ分で約40�、融資業

務で約25�（注）23のフΟンテック企業が活躍し

ている。

　一方、わが国で「フΟンテック」が注目を

ཋびるようになったのは、ॾઆあるものの、

Ԥถを中৺とした「フΟンテック」を८る大

きな流れの中で、2015年2月、（ג）ࡾඛ౦ژ

6'+銀行が「'JOUFDI�$IBMMFOHF� 2015」（注）24

を 実施し、ָఱ（ג）が「3BLVUFO�'JOBODJBM�

$POGFSFODF�2015」（注）25を開催するなど、大規

なイϕントが重なったことがきっかけに

なったと考えられている。

　 を振り返ると、1��0年代に、8JOEPXT�5࢙ྺ

のొ場をきっかけにインターネットの普ٴが

進む中、上（2）1هで৮れたΦンライン専業銀

行のొ場などを含めてインターネットバンキ

ング（*#）が利用者の間でਁಁしはじめた。そ

（注）22����．IUUQT���XXX.HPW.VL�HPWFSONFOU�VQMPBET�TZTUFN�VQMPBET�BUUBDINFOU@EBUB�pMF�4130�5�HT�15�3�pOUFDI�GVUVSFT.QEGを参র
������23．アクセンチュアが2015年11月25日に公දしたニュースリリースによる。
������24�．�2015年2月1�日～6月1�日まで開催された（IUUQ���XXX.CL.NVGH.KQ�JOOPWBUJPO�pOUFDI2015�JOEFY.IUNM）。*$Tを活用した

「お客さまにબれる新しい金融サービス」のを目的に、主に*Tϕンチャー企業等からٕज़、ビジネスモデル、サービ
スに関するアイデアを広くื集したイϕントである。

������25�．�2015年2月23日、「フΟンテック」といわれるֵ新的な金融サービスが生まれる中で、未来のフΝイナンスビジネスをඥ
解く目的で開催された（IUUQ���DPSQ.SBLVUFO.DP.KQ�FWFOU�SGD2015�）。

図表4	　世քのフΟϯテοΫ企業のҰཡ

（備考�）7FOUVSF�4DBOOFSより引用（一部加）
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の後、2000年代に入ってから、情報通信ٕ

ज़の向上にともないクラウドの利用が普ٴし

たり、スマートフォン等の利用が普ٴした

（図表5）。これらをഎܠに、ถ国でM#Aを取

得したى業家を中৺にフΟンテック企業が設

ཱされ、まずはܾࡁ関連サービスを中৺に、

図表6のとおり、さま͟まなフΟンテック

サービスが提供され、それͧれのサービスの

中でถ国企業を含めさま͟まなフΟンテック

企業が活躍している（図表7）。また、これ

らフΟンテック企業を中৺に一般事業会社も

法人会員として参ըし、2015年�月、（一社）

'JOTFDIڠ会（注）26（౦ژ۠ߓ）が設ཱされ

ている。

　こうした中、フΟンテック企業を育成しよ

うという民間の動きが出てきており、例え

などは、2016年2月、わが国（ג）ඛ地所ࡾ

ॳとなるフΟンテック企業育成ڌ点「フΟン

テックセンター�Φブ�౦ژ�フΟϊラϘ（注）27」�

を開設している。また平不動産（ג）は、�

（備考�）『平成27年൛�情報通信നॻ』をもとに信金中央金庫�
地域・中小企業研究所作成

図表5	　スϚートフΥϯの世帯ීٴの推移
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（注）26��．IUUQ���XXX.pOUFDIKBQBO.PSH�参র。わが国のフΟンテックスタートアップ企業およびフΟンテックΤコシステϜの成を
支援し、消費者により便利で役ཱつ金融サービスの提供を目指すことを目的に設置された。

������27�．IUUQ���XXX.NFD.DP.KQ�K�OFXT�BSDIJWFT�NFD160201@pOPMBC.QEG参র

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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図表6	　ʮフΟϯテοΫʯΛ८る外෦ڥの変化

30� 信金中金月報　2016.8 増刊号



l金融人ࡐや資産運用を中৺とした金融ϕン

チャー企業を育成するڌ点をつくるzをコン

セプトとして、౦ژ・日本דڮொにフΟンテッ

ク企業育成ڌ点を開設すると報ಓされた。

　大手*Tϕンμーも、「フΟンテック」に対

応する動きを加している（図表8）。各社

とも、l自社結zでなく、他社、ى業家、大

ֶなど外部が有するٕज़やアイデアなどを組

み合わせてֵ新的なビジネスモデルや研究成

果、品・サービス開発などにつなげる

「Φープン・イϊϕーション」に積極的に取

り組み、フΟンテック企業とのڠಇに取り組

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表7	　わ͕ࠃで活༂͢る主なフΟϯテοΫ企業

図表8　େ手ϕϯμーにお͚るフΟϯテοΫへの主なऔ組み

࢜௨

主 な 動 

ຊ*#.

/55σーλ

ۚ融ؔػɺ̞̩ ϕンμーɺϕンνϟーۀاͷڞʹΑΔ৽ͨͳۚ融サービスΛ͢Δͱ͠ ͯɺ
����̓ ݄ɺコンιーγアϜʮ'JOBODJBM�*OOPWBUJPO�'PS�+BQBO	'*'+
ʯΛઃཱ
（2016年3月1日現在ɿ金融機関104社、フΟンテック企業�6社、その他̐ 社が参加）

Λཧղɾֶޠݴ श͠ ਓؒͷҙࢥ決ఆΛࢧԉ͢Δ̖ ʢ̞ਓʣٕ ज़ʮϫトιンʢ8BUTPOʣʯΛ։ൃ
͍͋·͍ ͳ࣭ΛؚΊ࣭ऀͷ࣭ٙԠͷ༰Λղੳ͠ ɺ࣭ ٙԠΛੵΈॏͶֶश͠ ͍ͯ͘ ͱ͜
ʹΑΓճͷਫ਼ΛߴΊ͍ͯ͘ ͱ͕͜ ՄͰɺϝΨバンク͕ コーϧηンλーͰ׆用։࢝
����̑ ݄ɺʮ*#.�8BUTPO�4VNNJU�����ʯΛグランドプリンスホςϧ৽ྠߴʹͯ։࠵

৽͠ ビ͍δωスग़ʹ向けͯɺઌਐతͳऔΈΛͯͬߦ ͍Δϕンνϟーۀاͱେۀاʢۜߦؚ
ΉʣͱͷマッνングࢧԉɾアクηラϨーλープログラϜΛఏڙʢʮ๛ऱͷߓ Β͔ʯͳͲʣ
フィンςックサービスͷプラットフΥーϜʢアプリバンΩングɺフィンςックۀاͱͷ࿈ܞʣͷఏڙ融資
৹ࠪͷߴԽߴɾ ԽͳͲΛݕ౼த

（注 ）PayPal（決済）、stripe（決済）、mint.com（資産管理）、
SoFi（ローン）LendingClub（ローン）は米国企業
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んでいる。

　このような民間でり上がった「フΟン

テック」ブーϜの෩ைを受けて、わが国の各

লி、中央銀行、国会ٞ員においてもਫ਼力的

に「フΟンテック」についてٞ論するように

なってきている。金融ிでは、2020年に開

催される౦ژΦリンϐック・ύラリンϐック

に向けて、ܾࡁの高度化へのニーζに対応す

るなどの目的で、2014年10月から「ܾࡁ業

務等の高度化に関するϫーキンググループ」

等を開催し、金融と*Tとの融合をٞ論した。

また、2015年�月に公දした「平成27事務年

度金融行政方（注）28」では、「4．*Tٕज़の進

లによる金融業・ࢢ場の変ֵへのઓུ的な対

応」の中の۩体的重点施策に「（1）'JOTFDI

への対応」を߲目にڍげ、フΟンテックの動

きをできるݶり先取りしてѲしながら環境

整備していくことがࣔされた。さらに、同年

12月、フΟンテックに関する一元的な相談・

情報ަ換૭口として'JOTFDIサポートデスク

を開設している。2016年5月25日には、銀行

等による金融関連*T企業等への出資の容қ

化などを内容とするվਖ਼銀行法が可ܾ、成ཱ

し、「フΟンテック」を後ԡしする法制度上

の環境整備も進んでいる。

　経ࡁ産業লでも、2015年10月から「産業・

金融・*T融合に関する研究会（'JOTFDI研究

会）」を開催し、フΟンテックの将来を見据え

た論点整理、対応の方向性などのٞ論を進め

ている。国家ٞ員の中にも動きがあり、自༝

民主ౘでは、2014年6月に、*Tઓུ特命委員

会においてビットコインに対する中間報ࠂを

とりまとめたり、2015年12月には、'JOTFDI

推進ٞ員連ໍをཱち上げ、フΟンテックに関

するษ強会を継続的に開催している。

　わが国の金融業քにおいて、まずメガバン

クでは、「フΟンテック」に対応する専門部

ॺをཱち上げ、۩体的なサービスを提供し始

めている（図表�）。例え、（ג）ࡾඛ6'+

フΟナンシャル・グループでは、「フΟン

テック」を対象にしたビジネスコンテスト等

を開催するとともに、ै来の金融サービスと

は一ઢをըす新たな金融サービスを開発する

という方の下、2016年1月、デジタルイϊ

ϕーション推進部と経営企ը部がڞするܗ

で「イϊϕーション・ラϘ」を発足させ、

フΟンテック企業とのڠಇを加している。

また、大手地方銀行でも、「フΟンテック」

に対応する専門部ॺをཱち上げ、個人金融資

産理（1'M）など個人金融分を中৺に、

「フΟンテック」に取り組み始めている（図

表1�）。例え、（ג）੩Ԭ銀行、（ג）ࢁ口

フΟナンシャルグループ、（ג）౦銀行など

は、家計アプリで有名な（ג）マネーフォ

ϫードと資本業務提携をし、サービスの連携

を図っている。わが国の大手金融機関の動き

を૯ׅすると、現状では、家計理サービス

など個人金融分を中৺にフΟンテック企業

との連携が進んでいるとݴえよう。

（注）28��．�IUUQ���XXX.GTB.HP.KQ�OFXT�27�20150�18�1�01.QEG参র
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（注1�）金融サービスに変ֵをもたらす意を持った企業家・�ϕンチャー企業の方々と、ֵ新的なビジネスのཱち上げを目指
すプログラϜ

（注2�）（ג）/TTデータが提供する、一般企業によるϕンチャー企業との新規ビジネス発の取り組みを支援するサービス
（注3�）みずほୈ一フΟナンシャルテクϊロジーとの連携したわが国ॳの資産運用ロϘアドバイザーサービス
（備考�）/TTデータ経営研究所資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）/TTデータ経営研究所資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表�　ϝΨόϯΫにお͚るʮフΟϯテοΫʯへの主なऔ組み

図表1�　地域金融ػ関等にお͚る'JO5FDIへの主なऔ組み

ߦۜ+'6ژඛ౦ࡾ

組৫体制のඋ 表的なऔ組み

みͣ΄ۜߦ

ߦҪॅ༑ۜࡾ

米国シリコンバレーにイノベーションセンター設置
デジタルイノベーション推進部設置
FinTech 研究専門部署

「イノベーション・ラボ」設置

インキュベーション室設置
インキュベーションプロジェクトチーム設置

ＩＴイノベーション推進部設置

ビジネスコンテスト「三菱東京ＵＦＪ銀行 FinTech Challenge 
2015」、「三菱東京ＵＦＪ銀行 FinTech Challenge 2016 ハッ
カソン」
ＭＵＦＧ Fintech アクセラレータ   設立
IBM Watsonを活用した「お客さまからのお問合せ対応」高度
化（わが国初）

オープンイノベーション支援プログラム  
 「Digital Corporate Accelerate Program」利用開始
オープンイノベーションフォーラムの開催（ＮＴＴデータとの共催）
Simple Emotion 社の音声感情認識技術を活用したコールセン
ターのオペレーター応対品質向上
ロボアドバイザー「SMART FOLIO」

米国シリコンバレーのベンチャー支援機関「プラグ＆プレイテック
センター」と提携
ＳＭＢＣオープンイノベーションミートアップ（交流会）の開催
IBM Watsonを活用したコールセンターのオペレーター応対品
質向上
近畿大学などと産学連携の共同研究

注２

注3

注1

りͦなۜߦ

੩Ԭۜߦ

)'口ࢁ

౦ۜߦ

;͘お͔ۜߦ

ઍ༿ۜߦ

フΟϯテοΫΛ活用ͨ͠ 店ฮల開（๛ऱࢧ店　セϒϯσイζプラザͱよ͢）
　　　　　　　　　　　　　　　ʜҹؑレスでの口座開設ɺϖーύレス手ଓ͖等

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業提ܞ
྄（̡ ̞̣ ࣾ̚ લࣾ）ͱの顧ܖ約

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業提ܞ

ϚωーフΥϫーυࣾͱの資ຊ業提ܞ

�̭̩ ̴̲ 	̷̸̞̰̽̽̾̓̾̽ͅ 2�15の開催
（भにࠜ͟ す企業とのマッチングによる地域活性化を目指し、「ܾࡁ」と「シェア」をキーϫードにした෯広
いٕज़・サービスアイデアื集）
スϚートフΥϯ活用プラοトフΥーϜʮ̸̗̰ ̺̽ ʯߏ（2�16 年݄̓ 開࢝予定）

業化推進ࣨʯΛ設ஔࣄ営企ը෦にʮフΟϯテοΫܦ
（本部ԣ断的な「ܾࡁ・フΟンテック活用検討プロジェクトチーϜ」と連携し新たなビジネスモデルを検討）
ୈߦ࢛ۜɺ中ߦۜࠃɺҏ予ۜߦɺ౦ۜߦɺ༸ۜߦͱ࿈͠ܞʮ̩ ̪̗ ̨̖ 金̖融γステϜ高化Ξラ
イΞϯスʯにͯڞಉ調査・研究
（2016 年̓ 月に「̩̱ イ̞ϊϕーションセンター」設ཱ予定）
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3	．ʮフΟϯテοΫʯにお͚るޙࠓの
注目テーϚ

　今後、注目をཋびそうな「フΟンテック」

におけるテーマをྻڍすると、図表11にࣔ

すことができよう。ここでは、とりわけ注目

を集めている「Φープン・イϊϕーション」

（「銀行A1*」含む。）と「ブロックチェーン」

について؆単に৮れることとしたい。

　最近、「*PT（モϊのインターネット）」が

となっているとおり、品・サービスの

開発は、新しくゼロからスタートするのでは

なく、既存のٕज़とٕज़を組み合わせて新し

い付加Ձを生むというల開に変わりつつあ

る。金融と*Tとの融合が進లする中、フΟ

ンテックサービスの開発も同༷であり、金融

機関はl自ݾ結zで金融商品・サービスの開

発、提供をするのではなく、フΟンテック企

業を含めた外部とڠಇする「Φープン・イϊ

ϕーション」という考え方を導入することが

強く求められている。2016年3月に、住信

4#*ネット銀行（ג）が（ג）マネーフォϫー

ドとの間で「銀行A1*」（注）2�の公ࣜ連携を公ද

しているように（注）30、おޓいにl8JO�8JOzの

関係を持ちつつ、利用者の目ઢにཱった金融

サービスの提供に努めている。

に、1（2）で৮れた「ブロックチェー࣍　

ン」についてであるが、これは分ܕࢄネット

ϫークであるため、システϜμウンに強いう

えコストが安く、参加者による相ޓ確認の

組みがあるという特を持ち、データվ͟ん

に強いといわれる。その一方、ブロック

チェーンٕज़に対する安શ性の検証や証໌は

不े分であり、今後、安શ性要件やセキュリ

テΟ要件のڞ通的な定ٛを確ཱしていくこと

が必要とݴわれている。こうした中、2016

年4月15日に、ブロックチェーンٕज़の社会

インフラへの応用および政策提ݴなどを行う

ことを目的に、（一社）日本Ձه事業者ڠ

会（注）31が（一社）日本ブロックチェーンڠ会

（+#A）にվ組された。2016年4月25日には、

発ىメンバー34社で、国内におけるブロッ

クチェーンٕज़の普ܒٴ発、研究開発推進、

ւ外のブロックチェーンஂ体との連携などを

目 的 に、 ブ ロ ッ ク チ ェ ー ン 推 進 ڠ 会

（#$$$）が設ཱされる（注）32などの動きが出て

いる。今後、ٕज़面の՝が解ܾされていけ

、қ金融でのܖ約ॻのやりとりや不動産

情報のやりとりをはじめ、金融分に加هొ

えて෯広い分での応用が期待されている。

おわりに

　「フΟンテック」の分は前例のないもの

が多く、lやってみなけれわからないz、

lトライ・アンド・Τラーzというڞ通認ࣝが

ある。「フΟンテック」に関する有ࣝ者によ

（注）2���．AQQMJDBUJPO�1SPHSBNNJOH�*OUFSGBDF（アプリケーション・プログラミング・インターフェイス）のུであり、あるシステϜで
理するデータや機能などを外部のシステϜからݺび出して利用するための手ॱやデータࣜܗなどを定めた規約のこと。�������

������30�．住信4#*ネット銀行プレスリリースを参র。
　　　（IUUQT���XXX.OFUCL.DP.KQ�XQM�/#(BUF�J�00500$T�1%�DPSQ@OFXT@20160325）
������31．2014年�月12日に設ཱされた。
������32．2016年中に一般社ஂ法人化を目指す。
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ると、ถ国における「フΟンテック」は、

「はじめに」の図表1でࣔしたハイプサイク

ルでみると、取ࣺબのなかで既に「ݬ໓

期」に入りつつあるという意見もある。一

方、「フΟンテック」がਁಁしていけ、

「#BOL3.0（注）33」とݴわれるとおり、これから

は顧客からの要求がなくても金融機関側で

ニーζを۷りىこして金融サービスを提供し

ていくスタイルが定着していくかもしれな

い。また将来、金融機関において・サービス

に高度なテクϊロジーを組み合わせてサービ

ス提供していくことが定着していけ、そう

した行動が一般化し、「フΟンテック」という

。༿自体が消えていく可能性もあるだろうݴ

　今後も情報通信ٕज़の発達によって金融

サービスはӨڹを受け続け、ै来のԆઢと

は異なるl非連続なイϊϕーションzが生まれ

てくるかもしれない。そのような時代に、非

対面チャネルの拡充につながる「フΟンテッ

ク」に対して、マスセールスに積極的なメガ

バ ン ク や 大 手 地 方 銀 行 と 異 な り、

l'BDFTP'BDF（対面）zで金融サービスを提

供する信用金庫がどのように取り組むきか

は、その本質をよく理解し、中期的な視点

で検討する必要があろう。

　また、利用者の利便性の向上を最前面にଧ

ち出す「フΟンテック」が普ٴするなかで、

信用金庫には、自金庫の経営ઓུや営業ઓུ

（備考�）各種資料等をもとに信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表11　　地域金融ػ関等にお͚る'JO5FDIへの主なऔ組み

Φープϯ
イϊϕーγϣϯ

*1"ߦۜ

Ωϟογュレス

ϒϩοΫνェーϯ

顧客ຬ上Λ意ࣝͨ͠ 金融ػ関ͱフΟϯテοΫ企業ͱのڠಇ

顧客͕ɺ͕ࣗ指定ͨ͠ ใ࿈ൣܞ囲でɺイϯλーωοトόϯΩϯά Β͔フΟϯテοΫへのใ࿈͕ܞ
Մに

ϞόイルܾࡁΦϯライϯૹ金などのීٴɺ2�2� 年に͚ ΫͨレジοトΧーυ・σビοトΧーυのར用ଅ
進（イϯόϯυফ費औり込み）ɺレジにお る͚ΩϟογュΞトにͱな͏ ̖̩ ̢धཁのԼ

セΩュϦテΟ サイόーセΩュϦテΟ対Ԡ

ਓྲྀࡐ動化 lテΫϊϩジーਓࡐのܙ・ΞイσΞz ͱ l金融ਓࡐの専ࣝz ͱの融߹による৽ͨなՃՁサービ
スの提供

（Ұࣾ）ຊϒϩοΫνェーϯڠ会（̟ ̗̖ ）
2016 年̐月15日に（一社）日本Ձه事業者ڠ会（2014 年�月12日設ཱ）からվ組、ブロックチェーンٕज़
の社会インフラへの応用および政策提ݴなどを行う。
ϒϩοΫνェーϯ推進ڠ会（̗ ̘̘ ̘）
2016 年̐ 月25日に、発ىメンバー34 社で、国内におけるブロックチェーンٕज़の普ܒٴ発、研究開発推進、ւ外
のブロックチェーンஂ体との連携などを目的に設ཱ、2016 年中に一般社ஂ法人化を目指す。

（注）33�．「#BOL1.0」は、金融機関側が顧客に対して金融サービスを提供する場所と時間をܾ定する一方向のスタイル、「#BOL2.0」
は、顧客の要求に対して金融機関側がタイϜリーに金融サービスを提供する方向のスタイルをいう。
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にしっかりとしたビジョンを持ち、「お客༷

視点でどのような金融サービスを提供してい

くのか」という方をܾめて、「フΟンテッ

ク」の活用を検討することが求められよう。

また、顧客サービス面に加えて、業務・事務

の効率化を目的とした情報通信ٕज़の活用に

ついても併せて検討していく必要があろう。

　最後に、本レポートのࣥචにあたり、

TTデータ経営研究所�金融コンサル/（ג）

テΟングϢニットࠤ�౻士༷ならびに໌น

༎༷رには多大なる͝ڠ力をいただいた。本

シリーζの開始に合わせて、ここにްくྱޚ

ਃし上げたい。

〈参考文献〉
・௰�༱介・୍�ढ़༤（2016年）『'JOTFDI入門』日経#1社

・۱本�ਖ਼・দ໌ٛ�ݪ（2016年）『'JOUFDIとはԿか』金融ࡒ政事情研究会

・加౻�༸ً・ࡩҪ�ॣ（2016年）『ܾ定൛�'JOTFDI』౦༸経ࡁ新報社

「～世代金融ビジネス�～デジタル、フΟンテックが変える金融の未来࣍�情報未来/P.50　特集」上�ᡏ（2016年2月）ࢁ�・
TTデータ経営研究所/（ג）

・౻ా�༤（2016年2月）「フΟンテックハブを目指す世քの金融センター」（一ࡒ）外国ҝ替қ研究会
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（キーワード）  ํੜͷຊ֨ల։、ઌۦతͳऔ、Ք͙ྗͷ্、ੜੑ࢈ͷ1,、্* 
  ͷূݕ

（視　点）
　2015年度までにほ΅શての地方公ஂڞ体が地方൛૯合ઓུの策定をྃしており、地方生
はઓུ策定から本格的な事業ల開の段階へとҠ行している。
　一方、2015年の日本の૯人口は1億2,711ສ人で、5年前の同調査に比�4ສ7ઍ人減少してお
り、౦ژ一極集中の動き（౦ݍژは12ສ人転入ա）も加化している。
　これを受けて国は、2016年6月にこれまで取り組まれてきたઓུ策定や政策メニューづくりの
実を౿まえた「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」を公දし、地方生の本格ల開に向け
た先駆的な取組の推進と、地方公ஂڞ体に対する支援策をܝげている。
　本稿では、「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」の֓要と地方生に向けて地方公ஂڞ体
に求められる取組について整理する。

（要　旨）
⃝�「まち・ͻと・し͝と生基本方2016」においては、「ローΧル・アϕϊミクスの実現」
により、地域経ࡁに人ࡐと資金をݺび込めるような、生産性の高い、活力にҲれた産業を
成し、若者や女性、ಇきりの世代にとってັ力のある職場を生み出すことを目指してܗ
いる。また、「地方生推進ަ付金の設」など、国による多༷な支援策をܝげている。

⃝�地方生推進ަ付金の対象となる事業は、「先駆性のある取組」、「先駆的・優良事例のԣల
開」、「既存事業のᯀ࿏をଧ開する取組」としており、自ཱ性・民ڠಇ・地域間連携・政
策間連携等の観点からධՁされる。

⃝�地方生において取り組まれている事業は、今後、,1*（重要業ධՁ指ඪ）に基づく効
果検証を受けることとなる。しかしながら、,1*の水準は地方公ஂڞ体間で格差があり、
各事業で,1*を達成しても、人口減少の制やՔ͙力の維持・向上といった主要目ඪを達
成できないケースが想定される。

⃝�ਅの地方生を成しげるためにも、経ࡁٴ効果や資金॥環の観点から,1*のଥ当性の
検証に多くの地方公ஂڞ体が取り組むことを期待したい。

調 査

地方創生の本格展開に向けた国の施策と
地方公共団体に求められる取組について

信金中央金庫	地域・中小企業研究所	͠Μ͖Μ地方ੜࢧԉセϯλー

େ　ӳ໌
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はじめに

　人口減少・少ࢠ高齢化の進లによって、多

くの地方公ஂڞ体の消໓可能性が指ఠされた

ことを౿まえ、「経ࡒࡁ政運営とվֵの基本

方（ࠎଠ方）2014」において、地域の

活力を維持し、౦ژへの一極集中傾向にࣃ止

めをֻけるとともに、少ࢠ化と人口減少をࠀ

することを目指した૯合的な政策を推進す

ることがܝげられた。

　これを受けて、2014年11月に、地方生に

関する施策を૯合的かつ計ը的に実施するた

めの「まち・ͻと・し͝と生法」が成ཱ。

12月には、同法に基づき、2015年度をॳ年度

とする5年間の政策目ඪや施策の基本的方向、

۩体的な施策が取りまとめられた「まち・ͻ

と・し͝と生૯合ઓུ」が策定された。

　国は、2015年を「地方生・元年」と位

置付け、6月に「まち・ͻと・し͝と生基

本方2015」をֳܾٞ定し、地方生のਂ

化に向けた当面の取組方をࣔした。

　また、�月にはアϕϊミクスୈ2ステージ

として「一億૯活躍社会」をり上げる方

がࣔされ、地方生は「一億૯活躍社会」の

実現に向けて最もٸۓ度が高い取組の一つと

位置づけられている。こうしたझ旨を౿ま

え、12月には地方生のਂ化に向けて政策

メニューの拡充を図るとともに、地方公ஂڞ

体からの要や実態を౿まえ目ඪ数を再設

定した「まち・ͻと・し͝と生૯合ઓུ

2015�վగ൛」が公දされた。

　国の૯合ઓུを౿まえて、地方公ஂڞ体は

人口減少ࠀと地方生の実現に向け、いわ

ゆる「地方൛૯合ઓུ」を策定してきたが、

2015年度末時点において、ほ΅શての地方

公ஂڞ体がઓུ策定をྃしており、地方

生は「ઓུ策定」から本格的な「事業ల開」

の段階へҠ行している。

　一方、2015年国調査によると、日本の

૯人口は1億2,711ສ人で、前回2010年の国

調査から�4ສ7,000人減少し、国調査に

おいてॳめての減少となった。また、౦ژ一

極集中は加化しており、౦ݍژにおいて

は、若年層を中৺に約12ສ人の転入ա

（20年連続）をهしている。地域経ࡁは、

用面のվળは見られるが、所得水準、消費ޏ

活動において地方と大ࢢの格差が見られる

うえ、人口減少に加え、若年層の人口流出に

より人手不足がਂࠁ化している。

　これを受けて、2016年6月に地方生の本

格ల開に向け、これまで取り組まれてきたઓ

ུ策定や政策メニューづくりの実を౿ま

え、①各分の政策の推進（政策ύッケージ

の推進）、②地域特性に応じたઓུの推進、

③多༷な地方支援の推進を基本とした「ま

ち・ͻと・し͝と生基本方2016」をֳ

ܾٞ定した。

　また、地方公ஂڞ体が地方生に中期的

見地から安定体に取り組むためのࡒ政支援と

して、2016年度予ࢉにおいて「地方生推

進ަ付金」が設された。

　以下では、「まち・ͻと・し͝と生基本方

2016」の֓要と、地方生に向けた事業に対す

る国のධՁポイント等について整理している。
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1	．ʮ·ͪ・ͻͱ・͠͝ͱੜجຊ方
2�16ʯの֓ཁ

（1）地方ੜのຊ֨ల開にج͚ͨຊ的なऔ組

　地方は少ࢠ高齢化やաૄ化の最前ઢであ

り、地方生は「一億૯活躍社会」の実現に

おいて、最もٸۓ性の高い取組の一つとされ

ている。

　また、「ニッポン一億૯活躍プラン」にお

いても、ローΧル・アϕϊミクスの実現によ

る地方での安定したޏ用出など、「し͝

と」「ͻと」「まち」それͧれの生につなが

る方向性がࣔされている。これを受けて「ま

ち・ͻと・し͝と生基本方2016」では、

地方生の本格的な事業ల開に向け、「一億

૯活躍社会」の取組と相ޓに連動した、3つ

の基本的な取組を進めることとしている。

　「各分の政策推進」においては、「地方に

し͝とをつくり、安৺してಇけるようにす

る」、「地方への新しいͻとの流れをつくる」、

「若い世代の結ࠗ・出産・ࢠ育てのرをか

なえる」、「時代に合った地域をつくり、安৺

ならしをकるとともに、地域と地域を連携

する」という地方生のਂ化に向けた4つの

分の政策ύッケージの推進をܝげている。

　また、「地域特性に応じたઓུの推進」に

おいては、若者の地方ؐ流・地方定着に向け

た取組の強化と将来のٸ激な人口減少に対応

した行政サービス等の効果的・効率的な供給

体制の構築を図ることとしている。

　地方公ஂڞ体が人口減少をࠀするため、

各自のઓུに沿って、施策の企ըཱ案、事業

推進、効果検証を進めていくにあたり、国

は、情報面・人ࡐ面・ࡒ政面から側面的な支

援を続けることとしている。

図表1	　Ұԯ૯活༂ࣾ会の࣮ݱに͚ͨ地方ੜの主なऔ組

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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（2）֤分の策（策ύοケージ）の推進

　政策ύッケージにおいてୈ一にܝげられて

いる政策は、ローΧル・アϕϊミクスの実現

で、地域経ࡁに人ࡐと資金をݺび込めるよう

な、生産性の高い、活力にҲれた産業をܗ成

し、若者や女性、ಇきりの世代にとってັ

力のある職場を生み出すことを目指している。

　۩体的には、①地方と世քをつな͙ローΧ

ル・ブランデΟング、②ローΧル・イϊϕー

ションによる地方の良質な「し͝と」の出、

③ローΧル・サービス生産性向上、④地方の

先駆的・主体的な取組を先導する人ࡐ育成、

ᶇ「り手」となる組৫づくりの支援に取組

むこととしている。

　ローΧル・ブランデΟングにおいては、先駆

的な取組として、日本൛%M0（%FTUJOBUJPO�

MBSLFUJOH�MBOBHFNFOU�0SHBOJ[BUJPO）を֩と

する観ޫ地域づくり・ブランドづくりの推進

と地域商社機能��を֩とする地域産品ࢢ場の

拡大をあげており、普ٴに向けた取組を継続

するとともに先導的な事例をԣల開すること

としている。

　また、人口減少ہ面においてՔ͙力を維持

するためには、生産性の向上が必要となる

が、日本のޏ用の7割を支えているサービス

業の生産性は、Ԥถに比して低い水準にとど

まっている。特に生産性がถ国の半分以下と

なっている小ച・流通、飲食・॓ധなどの分

は、今後の金・最低金の引上げも視

に生産性向上をଅす必要があるとされてお

図表2	　·ͪ・ͻͱ・͠͝ͱੜجຊ方

̐ɽ࣌に߹ͬͨҬΛつ Γ͘ɺ̓ ৺ͳΒ͠ ΛकΔͱͱにɺ
ҬͱҬΛ࿈ܞ Δ͢

ɽ̍ํに͠ ͝ͱΛつ Γ͘ɺ̓ ৺ て͠ಇ Δ͚Α͏ に Δ͢（ϩʔΧϧɾ
ΞϕϊϛΫεの࣮ݱ）

֤の策ਪਐにՃ͑ɺաͳ౦
·Λ౿ߦগのਐݮޱதਓूۃҰژ
͑ɺ地方創生のҰのਪਐΛਤる؍
 ら͔ɺ地ҬಛੑにԠ͡ ɺ取組͕れ
ている՝についてઓ ɾུۀࣄΛڧԽ

地方創生൛ࡾ本の

̎ɽํの৽͠ いͻͱのྲྀΕΛつ Δ͘

̏ɽएいੈの݁ ɾࠗग़࢈ɾࢠҭてのرΛ͔ͳ Δ͑（ҬΞϓ
ϩʔνにΑΔগࢠԽର策の推進）

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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り、*PTのઓུ的活用や、生産性向上に向け

た取組支援にかかるϫンストップ૭口の設

置、サービス業の経営に関する専門的・実ફ

的な教育プログラϜの策定などに取組むこと

としている。

　一方、人口Ҡ動の౦ژ一極集中の傾向が加

している状況下において、地方への新しい

ͻとの流れをつくるため、企業の地方ڌ点強

化や政機関の地方Ҡ転、「生֔活躍のま

ち」の推進を図ることとしている。「生֔活

躍のまち」構想では、中高年齢者がرに応

じて地方や「まちなか」にҠり住み、地域の

住民（多世代）とަ流しながら、健康でアク

テΟブな生活をૹり、必要に応じてҩྍ・介

護を受けることができる地域づくりを進める

ため、先導的事例のԣల開を図ることとして

いる。

　まちづくりにおいてもՔ͙力の向上を՝

としている。地域間連携の推進やコンύクト

シテΟの実現、人口減少を౿まえた既存ス

トックのマネジメント強化などによって、ま

ちにわいと活力を生み出し、ޏ用と所得の

出を目指している。

　一方、人口減少や高齢化がஶしい中ࢁ間地

域においては、日常生活ݍを構成している

「集མ生活ݍ」の維持が՝とされており、

住民生活に必要不可ܽなサービスの効率的・

効果的な供給体制を構築するための「小さな

成に取組むこととܗ点」と地域運営組৫のڌ

している。

図表3	　ຊ൛%.0の֓ཁ

①  日本版ＤＭＯを中心として観光地
　域づくりを行うことについての
　多様な関係者の合意形成
② ･各種データ等の継続的な
　収集･分析、
　 ･明確なコンセプトに基づいた
　戦略の策定、
　 ･ＫＰＩの設定･ＰＤＣＡサイクルの
　確立
③  関係者が実施する観光関連事業と
　戦略の整合性に関する調整･仕組み
　作り、プロモーション

内外の人材やノウハウを取り込みつつ、多様な関係者と連携

地域一体の魅力的な観光地域づくり
戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーション

観光客の呼び込み

観光による地方創生

地域一体の魅力的な観光地域づくり
戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーション

日本版ＤＭＯの役割

（出య）�観ޫி
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（3）ଟ༷なࢧԉ

　2015年4月より、国から地域経ࡁに関する

民のビッグデータを「見える化」した地域

経ࡁ分ੳシステϜ（3&4A4）が提供されて

いる。当該システϜにより、地域の現状や՝

のѲ、強み・ऑみや将来૾の分ੳ、,1*

の設定、1%$Aサイクルの確ཱなど、地方公

体の地方生に向けた取組を情報面からஂڞ

支援している。

ࢉ政支援については、2014年度ิਖ਼予ࡒ　

に計上した地方生先行ަܕ付金の基ૅަ付

1,400億円により、શての地方公ஂڞ体の地

方൛૯合ઓུの策定などを支援しつつ、同ަ

付金の上乗せަ付300億円により、民ڠ

ಇ・地域間連携・政策間連携の観点から先駆

性のある取組を支援している。また、2015

年度ิਖ਼予ࢉでは、地方൛૯合ઓུに基づき

実行される地方公ஂڞ体の取組について、先

駆性を高め、レϕルアップの加化を図る観

点から地方生加化ަ付金1,000億円を計

上している。

　2016年度については、地方公ஂڞ体が複

数年度にわたって取り組む先導的な事業を安

定的・継続的に支援するため、地域再生法を

վਖ਼して地方生推進ަ付金を設してい

る。対象となる事業は、民ڠಇ・地域間連

携・政策間連携・事業推進主体のܗ成・中֩

図表4	　ઌۦ的なࣄ業例

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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図表5	　地域ࡁܦ分ੳγステϜ（3&4"4）の֓ཁ

図表6	　地方ੜ推進ަ金の֓ཁ

目的

地域経済分析システムを用いて把握できること（一例）

㎨ᴏ䝢䝇䝛⮤体Ẓ㍉䝢䝇䝛ெཾ䝢䝇䝛びක䝢䝇䝛⏐ᴏ䝢䝇䝛

人口減少、過疎化が構造的に進展し、疲弊する地域経済を真の意味で活性化させていくためには、
地方自治体が、地域の現状・実態を正確に把握した上で、将来の姿を客観的に予測し、その上で、
地域の実情・特性に応じた、自発的かつ効率的な政策立案とその実行が不可欠。

このため、国が、地域経済に係わる様々なビッグデータ（企業間取引、人の流れ、人口動態、等）を
収集し、かつ、わかりやすく「見える化（可視化）」するシステムを構築することで、地方自治体による
真に効果的な「地方版総合戦略」の立案、実行、検証（ＰＤＣＡ）を支援する。

①域外から「稼いでくる」産業 ②行政区域を超えた企業間取引関係 ③地域を支える「地域中核企業」候補
④観光客が多く訪れている場所 ⑤観光客の出発地　  ⑥現在及び将来の人口構成 ⑦人口の転入・転出先
⑧各種指標の地方公共団体間での比較　⑨農業部門別の販売金額の割合

事業概要・目的

資金の流れ 期待される効果

事業イメージ・具体例

具体的な
「成果目標
（ＫＰＩ）」
の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

交付金（１/２）

国
都道府県
市町村

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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的人ࡐの確保と育成の観点からみた「先駆性

のある取組」と「先駆的・優良事例のԣల

開」、「既存事業のᯀ࿏を発見し、ଧ開する取

組」としている。

　なお、2016年度予ࢉは1,000億円計上され、

事業費ϕースでは2,000億円となっているが、

1�2の地方負担については、地方ࡒ政ા置が

講じられることになっている。

2	．地方ੜにࣄ͚ͨ業に対͢るࠃ
のධՁϙイϯト

　地方生推進ަ付金の対象となる事業の設

計にࡍしては、前提として、地域経ࡁ分ੳシ

ステϜ（3&4A4）などの客観的なデータに

基づき、地域の強み・ऑみ、産業構等を

Ѳしていることと、事業に;さわしい,1*を

設定し、1%$Aサイクルを整備することが求

められている。

　また、,1*の設定にࡍしては、人口ビジョ

ン・地方൛૯合ઓུとの整合性を確保するこ

とと、達成にかかる費用対効果が適切である

ことが求められており、事業の効果よりも

,1*達成を意ࣝした低水準な目ඪを設定した

場合、見直しが求められる可能性がある。

　なお、ަ付事業のબ定にࡍしては、図表7

にある7つの視点からධՁされており、特に

自ཱ性・民ڠಇ・政策間連携・地域間連携

が重要視されている。

おわりに

　地方生が事業ల開の段階に入り、先行し

て取り組まれてきた事業は、今後、,1*に基

づく効果検証を受けることとなる。

　,1*を事業プロセス͝とに細かく設定して

図表7	　地方ੜ推進ަ金のධՁϙイϯト

ධՁ߲目 ポイント

自ཱ性 事業を進めていく中で、「Ք͙力」が発揮され、事業推進主体が自ཱしていくことにより、将来的
に行政からのิॿ金等に頼らずに、事業として自していくことが可能となる事業であること。

ಇڠ民 地方公ஂڞ体のみの取組ではなく、民間とڠಇして行う事業であること。また、単にڠಇするにと
どまらず、民間からの資金（融資や出資など）を得て行うことがあれ、よりましい。

地域間連携 単独の地方公ஂڞ体のみの取組ではなく、関係する地方公ஂڞ体と連携し、広域的なメリットを発揮す
る事業であること。

政策間連携
単一の政策目的を持つ単७な事業ではなく、複数の政策を相ޓに関連づけて、શ体として、地方
生に対して効果を発揮する事業であること。また、利用者から見て意ຯあるϫンストップܕの૭口
等の整備を行う事業であること。

事業推進主体
のܗ成

事業を実効的・継続的に推進する主体がܗ成されること。特に、༷々な利関係者が含まれつつ、
リーμーシップを持つ人ࡐがその力を発揮できる体制を有した推進主体であることがましい。

地方生人ࡐ
の確保・育成 事業を推進していくաఔにおいて、地方生に役ཱつ人ࡐの確保や育成を目指すものであること。

国の૯合ઓུ
における
政策5ݪଇ等

国の૯合ઓུにおける政策5ݪଇ（将来性、地域性ຢは直接性）の観点や新規性など、他の地方公
。体において参考となる先駆的事業であることஂڞ

（出య）�まち・ͻと・し͝と生本部事務ہ
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いる地方公ஂڞ体については、未達成にかか

る要Ҽを分ੳすることが可能であるため、効

果的に対策を施すことができる。

　しかしながら、,1*の設定においては、地

方公ஂڞ体間で大きな格差があり、໌らかに

低水準なものや、資額に比して費用対効果

の面で問のあるケースもみられる。

　地方生推進ަ付金においては、複数年に

わたりަ付金を受ྖすることも可能とされて

いるが、,1*の達成状況が検証されるため、

達成状況が不े分な場合、事業期間中であっ

ても計ըの見直しを求められる可能性がある。

　また、事業設計にࡍし、経ࡁٴ効果や地

域内での資金॥環を考慮しなけれ、各事業

の,1*を達成しても、期待された効果が発揮

されない可能性がある。例え、場༠க1

社という,1*を設定し、達成したとしても、

地域内企業との取引が少なけれ、場の生

産額に比して、経ࡁٴ効果はݶ定的とな

る。また、中৺֗ࢢ地や商店֗のັ力がし

いため、住民が地域外のショッϐングモール

やロードサイド店で消費した場合、地域内に

分配された所得は地域にؐ流せず、地域外に

流出することから、地域内で新しい付加Ձ

を生むための資金の流れが細くなり、地域の

Ք͙力が狙い通りに向上しない状態となる。

　当該要Ҽを分ੳするためには、地方൛૯合

ઓུで設定された,1*のଥ当性を「産業連関

ද」と「地域経ࡁ計ࢉ」を用いて、経ࡁٴ

効果や資金॥環の観点から検証する必要があ

る。当該データは、地域経ࡁ分ੳシステϜ

（3&4A4）でల開されている「地域経ࡁ॥環

分ੳ」において利用されており、地方公ஂڞ

体、地域金融機関、研究機関等は個別に入手

することができるようになっている。

　ਅの地方生を成しげるためにも、,1*

のଥ当性の検証に多くの地方公ஂڞ体が取り

組むことを期待したい。

	 調　査	 �5
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（キーワード）  ॅ ϩーϯ、طऔҾઌͷϑΥϩー、ෳ߹औҾ・ੜ֔औҾ、金རڝ૪ྗͷڧԽ

（視　点）
　住宅ローンを個人メイン化の中֩商品と位置付ける信用金庫は多いものの、数年にわたる金利
競争の結果、採ࢉを確保しにくい状況にある。こうしたなか、業者セールスやクロスセルに力を
入れる事例、事務コストの削減で採ࢉの確保を目指す事例などが増えてきた。その一方で、住宅
ローンの金利競争から一ઢをըした、自然体の推進スタンスに切り替える地域銀行もみられるな
ど、個々の金融機関で取組み࢟にҧいが見られ始めた。今後、信用金庫は自金庫のマーケット
環境や競合状況をצ案しつつ、最適な推進策に取り組む必要があろう。
　そこで本稿では、今後の住宅ローンの推進策について先進金庫の推進手法や採ࢉ確保に向けた
ॾ施策について紹介する。

（要　旨）
⃝�平成27年度末の信用金庫の住宅ローン残高は、前期比2.�％増の16兆2,104億円となり、ି
出金残高の24.0％に達した。

⃝�信用金庫が住宅ローンを推進する目的は、①ି出金残高の積上げ、②ऩӹの獲得、③個人
顧客の囲い込み、④人ࡐの育成などである。

⃝�推進にあたっては、आ換えを含む新規セールスの強化と同時に既取引先のフォローにも注
力し、複合取引・生֔取引を実現する必要がある。

⃝�金利競争力を高めるため、営業店から住宅ローン業務をٵい上げたり、手数料をվ定し実
費を求したりする動きも活発である。

調 査

信用金庫のॅϩʔϯの推進策について

信金中央金庫	地域・中小企業研究所上席調査役

刀
と ね

禰　和
かずゆき
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はじめに

　住宅ローンは、期取引・低デフォルト率

の融資商品であり、1先あたり数ඦ～数ઍສ

円のआ入れが期待される。そのため、信用金

庫が5～10年後のビジネスモデル構築を検討

する上で、住宅ローンは今後も個人メイン先

の中֩商品であり続けよう。ただし、利ৌ縮

小がਂࠁな現在、推進にあたってはこれまで

以上に残高積上げと採ࢉ確保のバランス感֮

が求められることになる。そこで本稿では、

今後の住宅ローンの推進策について、先進金

庫の推進手法や採ࢉ確保に向けたॾ施策につ

いて取り上げたい。

1	．ॅϩーϯ残高の推移

（1	）残高の状況

　平成27年度末の住宅ローン残高は、前期

比2.�％、4,636億円増加の16兆2,104億円と

なった（図表1）。6年連続で前期を上回ると

ともに、աڈ最高を更新中である。17年度

末の残高と比ると、�.6％、1兆4,203億円

の増加となる。ି出金に占める住宅ローン残

高の割合（住宅ローン比率）は、؇やかな上

ঢ傾向にあり、17年度末の23.6％から27年度

末には24.0％に達する。

　27年度中の住宅ローン新規実行額は、前期

比11.4％、2,080億円増の2兆223億円となり、

17年度以来の2兆円えとなった（図表2）。

一方でঈؐ・ঈ٫額（注1）は、前期比1.�％、

302億円増加の1兆5,587億円にまで増大した。

新規実行額からঈؐ・ঈ٫額を差し引いた

4,636億円が27年度中の残高増加額となるが、

年度を通じて競合金融機関との間で激しいआ

換えセールスがల開されたと推される。

（注）1�．ঈؐ・ঈ٫額�前年度末残高ʴ当年度新規実行額�当年度末残高とした。

図表2	　৽ֹߦ࣮ن等の推移
（億円）

（年度）

新規実行額 ঈ ・ؐঈ٫額 残高増減額

˚20,000

˚15,000

˚10,000

˚5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

17 18 1� 20 21 22 23 24 25 26 27

（備考）1�．図表1ʙ5まで他業態との合併等は考慮してい
ない。
2�．図表1ʙ5まで日本銀行『業種別ି出金調査』
より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表1	　ॅϩーϯ残高の推移
（億円） （％）

（年度末）
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（2	）地۠別の状況

　27年度末の地۠別の住宅ローン残高は、

౦ւ、近ـ、関౦などの6地۠で前期比増加

し、5地۠で前期を下回った（図表3）。地۠

別の住宅ローン比率は౦ւの2�.8％からೆ

भの15.6％まで10ポイントの開きがある。

17年度末の残高と比較すると、౦ւが4割を

える増加だった一方で、࢛国、౦、ւ

ಓは2ܻの減少をࣔした。

　さらにಓݝ別の住宅ローン比率の変化

図表3	　地۠別のॅϩーϯ残高	 （単位ɿ億円、�）

地　۠
17年度末 26年度末 27年度末

ି 出 金 に�
占める割合

ି 出 金 に�
占める割合

ି 出 金 に�
占める割合

17年度末比 26年度末比
増減率 増減額 増減率 増減額

ւಓ 6,3�2 20.8� 5,576 18.0� 5,570 18.0� ˚12.8 ˚821 ˚0.1 ˚5
౦　 5,028 21.6� 4,088 18.2� 4,0�� 17.7� ˚18.4 ˚�28 0.2 11
౦　ژ 2�,312 23.7� 26,431 21.5� 26,618 20.�� ˚��.1 ˚2,6�3 0.7 186
関　౦ 2�,400 24.8� 31,405 26.0� 32,648 26.6� 11.0 3,247 3.� 1,242
　 3,�64 21.3� 3,775 23.0� 3,761 22.6� ˚5.1 ˚202 ˚0.3 ˚13
౦　ւ 2�,241 24.3� 40,113 2�.1� 41,�75 2�.8� 43.5 12,734 4.6 1,862
近　ـ 2�,564 23.7� 31,�76 23.0� 33,321 23.3� 12.7 3,756 4.2 1,344
中　国 6,781 23.1� 6,416 21.1� 6,416 20.8� ˚5.3 ˚365 ˚0.0 ˚0
国　࢛ 2,�64 27.8� 2,261 22.4� 2,228 22.2� ˚24.8 ˚736 ˚�1.4 ˚32
भ部 2,505 21.7� 2,800 23.5� 2,840 23.5� 13.3 334 1.4 40
ೆभ 2,4�� 16.3� 2,414 16.1� 2,408 15.6� ˚3.6 ˚�0 ˚0.2 ˚6
合　計 147,�01 23.6� 157,468 23.�� 162,104 24.0� �.6 14,203 2.� 4,636

（備考）ԭೄݝは合計に含む。

図表4	　ಓݝ別のॅϩーϯൺ
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をみると、27年度末の住宅ローン比率がશ国

平ۉを上回ったのは14ݝあった（図表4）。

（3	）信用金庫別の状況

　27年度中の信用金庫別の住宅ローン増減

状況は、前期比増加が161金庫（構成比

60.7％）、前期比減少は104金庫（3�.2％）と

なり、増加金庫が減少金庫を上回った。

　27年度末の信用金庫別の住宅ローン比率は、

①10％未ຬが16金庫（構成比6.0％）、②10％

以上20％未ຬが105金庫（3�.6％）、③20％

以上30％未ຬが106金庫（40.0％）、④30％

以上は38金庫（14.3％）であった（図表5）。

　17年度末の構成比と比較すると、30％以

上の信用金庫は12.6％（37金庫）から14.3％

（38金庫）へと変化がなかった。その一方

で、10％未ຬの割合が2.3％（7金庫）から

6.0％（16金庫）にഒ増した。

2	．ॅϩーϯのҐஔ͚

（1	）狙い

　信用金庫が住宅ローンを推進する目的は、

①ି出金残高の積上げ、②ऩӹの獲得、③個

人顧客の囲い込み、④人ࡐの育成などである

（図表6）。中小企業の資金ध要がり上がり

にܽけるなか、多くの信用金庫にとって住宅

ローンは、期取引かつ低デフォルト率の融

資商品であり、個人メイン化の柱と位置付け

られる。1先あたり数ඦ～数ઍສ円のआ入れ

が発生するため、ି出金残高の積上げと、そ

れに伴うି出金利ଉの獲得が期待されよう。

また、住宅ローンを個人メイン化の「きっか

け」と位置付け、複合取引・生֔取引の推進

に力を入れる信用金庫が増えつつある。これ

は住宅ローン単体の低採ࢉをクロスセルでΧ

バーする狙いが大きい。

図表6　ॅϩーϯの推進目的	

狙　　い 内　　　　　　容

ି出金残高の積上げ 住宅ローンは、期取引・低デフォルト率の融資商品であり、また一定額のआ入れ
が見込めることから残高を積み上げるのに適する。

ऩӹの獲得 融資実行によりି出金利ଉを得る。また複合取引・生֔取引を通じた૯合的なऩӹ
を獲得する。

個人顧客の囲い込み 個人メイン化の「きっかけ」商品と位置付け、クロスセルによる個人顧客の囲い込
みに活用する。

人ࡐの育成 若手渉外担当者の育成ステップや女性職員の活躍拡大のπールとして住宅ローンの
セールスを担当させる。

図表5	　信用金庫別のॅϩーϯൺ

17 26 27 （年度末）

35％以上
30％以上35％未ຬ
25％以上30％未ຬ
20％以上25％未ຬ
15％以上20％未ຬ
10％以上15％未ຬ
10％未ຬ

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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（2	）ίϞσΟテΟ化の進ల

　住宅ローンを取りרく最大の՝は、コモ

デΟテΟ化（注2）の進లに伴う金利競争の激化

である。実ࡍ、住宅金融支援機構の「2015

年度�民間住宅ローン利用者の実態調査 ʲ民

間住宅ローン利用者ฤ（rୈ2回）」では、利

用した住宅ローンをબんだ理༝として『金利

が低いこと』がѹ的であった（図表7）。

られた案件を多数の金融機関がୣい合ってݶ

いる状況下において、より多くの住宅ローン

を獲得するには、競合金融機関より低い金利

を提ࣔする手法が有効とݴえる。

　結果として住宅ローン金利は低下方向に

あり、特に日本銀行のマイナス金利政策の

開始以降、その傾向が強まっている。28年7

月現在、低金利に強みを有するネット銀行

では最優遇の変動金利が0.5％、10年ݻ定で

は1.0％を下回る水準にある。信用金庫にお

いても競合金融機関への対߅上、住宅ロー

ン金利の引下げѹ力は強く、つれて利ৌ縮

小がਂࠁである。

　住宅金融支援機構の「2015年度�民間住宅

ローンのି出動向調査結果」では、金融機関

が住宅ローンを推進する上でݒ೦する事߲と

して、『金利競争に伴う利ৌ縮小』や『中

期的な採ࢉѱ化』などऩӹ力の低下を৺配す

るが大きい（図表8）。住宅ローンの採ࢉ

ѱ化は、信用金庫ڞ通の՝となっており、

。なվળ策の実施が求められているٸૣ

図表7	　ར用ͨ͠ॅϩーϯΛબΜͩཧ༝（上Ґ1�߲目）	 （単位ɿ�）

金利が低いこと 64.6

住宅・ൢച事業者（営業マン等）にקめられたから 16.2

手数料が安かったことࡁ上返܁ 15.�

ॾ費用（融資手数料、ஂ体信用生命保険特約料など）が安かったこと 13.2

保証料が安かったこと 12.5

将来、金利が上ঢする可能性があるので、将来の返ࡁ額をあらかじめ確定しておきたかったから 11.3

から付合いやೃછみがあったからࠒ務先、取引先など、日ۈ 10.�

返ࡁ期間中の܁上返ࡁが小額から可能であること 10.8

आ入可能か൱か（৹査結果）がૣくわかったこと �.4

他のローンが利用できなかったから 6.8

（備考）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン利用者の実態調査 ʲ民間住宅ローン利用者ฤ （rୈ2回）』より信金
中央金庫�地域・中小企業研究所作成
2�．調査対象は、平成27年7～10月に民間住宅ローンをआり入れた1,03�件

（注）2�．൚用品化。類ࣅの商品の機能・品質に差がなくなり、どれをങっても同じだから安い方がよい状態のこと。

図表8	　金融ػ関͕ݒ೦͢るॅϩーϯのϦスΫ

返ࡁཤྺデータ整備
A-M理のࠔ難さ

ି引当金の増加によるऩӹѹ迫
金利下降ہ面における܁上返ࡁの増加

担保Ձの下མ
低によるԆ増加ؾܠ

金利上ঢہ面におけるԆ増加
中期的な採ࢉѱ化
他機関へのआ換

金利競争に伴う利ৌ縮小

0 50
（％）
100

（備考�）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン
のି出動向調査結果』より信金中央金庫�地域・中
小企業研究所作成
2�．調査対象は、ࢢ銀行などを含む306金融機関
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3	．地域ۜߦの動

　住宅ローン獲得に向けた金利競争が激化す

るなか、ここにきて地域銀行の間で住宅ロー

ンの取組み࢟に変化が現れ始めた。27年

度末の国内銀行の住宅ローン残高は、前期比

1.�％、2兆2,354億円増加の118兆6,002億円

に達した（図表�）（注3）。�年連続で前期を上

回ると同時にաڈ最高を更新中である。

　新規実行額およびঈؐ・ঈ٫額の関係をみ

ると、27年度中の新規実行額は前期比0.1％減

の13兆�,477億円となり、2年連続で前期比減

少した（図表1�）。また、ঈؐ・ঈ٫額をみ

ると、前期比5.0％増の11兆7,123億円となっ

ており、新規実行額の伸びみとঈؐ・ঈ٫

額の増加が残高増のಷ化要Ҽとみられる。

　これまで多くの地域銀行は、あるఔ度の採

を度外視してでも住宅ローンのϘリューϜࢉ

を求してきた。とݴうのも、住宅ローンは

30～40代の資産ܗ成層を囲い込むのに有効な

商品であり、給振口座・家計のܾࡁ口座など

の基盤取引に加え、クレジットΧードやΧード

ローンさらには資信ୗなどのクロスセルが

見込めたからである。また、ି出金のϘ

リューϜ拡大によって、①スケールメリットを

求、②利回り低下による減ӹ要Ҽを残高増

による増ӹ要Ҽでٵऩ、できたことも大きい。

　地域銀行は、囲い込みが見込める個人メイ

ン先への住宅ローンセールスを強化する一方

で、26年ࠒよりա度な金利競争からڑを

置き始めた。とݴうのも、地域銀行各行はऩ

ӹ性のվળが求められており、そのためにも

大企業向けのシンジケートローンや地公体向

けି出といった入ࡳ案件、さらには低採ࢉの

住宅ローン案件のૣٸな見直しが不可ܽと

なっているからである。特に中小企業向けି

図表1�	　ࠃۜߦの৽ֹߦ࣮ن等の推移図表�	　ࠃۜߦのॅϩーϯ残高の推移
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（備考�）図表�・1�とも日本銀行『業種別ି出金調査』より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）3�．業種別ି出金調査では、ࢢ銀行、地方銀行、ୈ二地銀などからなる国内銀行で集計されている。
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出が回෮傾向にある大手の地域銀行では、住

宅ローンのఫ退基準を໌確にし、一定水準を

える金利引下げには応じなくなってきた。

4	．ઌ進金庫の推進手法

　住宅ローンの利ৌ縮小への対応策として、

信用金庫はこれまで以上に住宅ローン残高の

積上げと採ࢉの確保（ऩӹ性の維持）のཱ྆

を意ࣝしたセールス活動に取り組む必要があ

る。推進にあたっては、आ換えを含む新規

セールスの強化と同時に既取引先のフォロー

にも注力し、複合取引・生֔取引を実現する

必要がある。

　以下では、先進金庫へのヒアリング内容な

どを参考に、効果的な住宅ローンの推進手法

を紹介したい。推進にあたって検討すき߲

目は、①)1の内容充実、②新規セールス・

आ換えセールスの併進、③複合取引のపఈ

（顧客の囲い込み）、④既取引先へのフォロー

（生֔取引の実現）などがある（図表11）。

（1	）)1の༰ॆ࣮

　住宅ローン推進のための施策のୈ一に「)1

の内容充実」をあげる意見があった。顧客が

住宅ローンのआ入先を検討するࡍ、ネットで

情報ऩ集し、「目」を付ける行ҝは一般的と

なっている。そのため信用金庫の)1がӾཡし

にくいデザインだったり、住宅ローンの情報

（商品֓要や優遇金利など）がしかったりし

たら、顧客はその時点でआ入先の検討対象か

ら当該信用金庫をআ外する可能性もある。外

部コンサルを入れたશ面的な̝̥վ定に乗り

出す事例もみられるが、先ずは自金庫の担当

者が出来る範囲での情報提供・更新から着手

した方が無難であろう。関連して、顧客を)1

に༠導するため、4&0対策（注4）の実施のほか、

トップը面のデザインを2ि間～1か月間ִで

変更する事例や、占いコーナーを設けるなど

のをڽらす事例もある。

　最近、ネットを介した住宅ローンのਃ込み

スキーϜに期待が集まっている。非対面取引

図表11	　主な推進手法	

)1の内容充実
顧客はआ入先を検討するࡍ、先ずはネット（)1）で情報をऩ集するのが
一般的となっている。顧客の検討のબࢶからআ外されないためにも)1
վֵを実施し、コンテンπを充実させる。

新規セールス・आ換えセールスの併進
新築件のߪ入に伴う住宅ローンセールスでは業者との接点強化が不可ܽ
である。一方、आ換えセールスについてはマスセールスが効果的なので、
ターゲットによって推進方法を変更する。

複合取引のపఈ（顧客の囲い込み）
住宅ローン実行に併せて、給振口座などの基盤取引やΧードローンܖ約と
いったクロスセルをపఈする。顧客を囲い込むことで、個人（または世
帯）から得られるऩӹを極大化させる。

既取引先へのフォロー（生֔取引の実現）
競合金融機関からのआ換えセールスを防止するため、既取引先のフォロー
に取り組む。関係を構築することで、競合金融機関へのआ換え防止のため
の金利引下げもݶ定的となろう。

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）4�．検ࡧΤンジン最適化
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をબする顧客との接点を確保するためにも

)1の内容充実は前提件となるので、取組

みの活発化が求められよう。

（2	）৽نセールス・आえセールスのซ進

　住宅ローンを推進するうえで、①新築件

をߪ入する先へのアプローチ（新規セールス）

と、②すでに競合金融機関で住宅ローンをआ

り入れている先へのアプローチ（आ換えセー

ルス）とでは異なる推進手法が有効とされる。

①৽نセールスの推進

　顧客は、住宅ローンをआり入れるࡍ、ハウ

スメーΧーの営業マンから得た情報を重視す

る（図表12）。そのため、信用金庫が新築

件の住宅ローンを獲得するには、個人顧客へ

のセールスよりハウスメーΧーに対する「業

者セールス」の方が有効とされる。信用金庫

の渉外担当者はハウスメーΧーの営業マンと

リレーションを構築し、案件紹介時の優先ॱ

位を高めさせる努力をっている。時には営

業マンから対応の難しい案件の相談に応じる

ことがあるそうだ。

　なお、ハウスメーΧーからの紹介案件が自

店のテリトリーと一கするとはݶらないた

め、大手企業へのセールスは本部の専担者

が、地場の務店などへのセールスは営業店

が、それͧれ担当する事例もある。

　また住宅ߪ入前のજ在顧客にアプローチす

るため、「住宅友の会」を組৫化する動きがあ

る（図表13）。定期的な情報提供のほか、各

種相談会・現地視会で顧客との密着度を高

め、住宅ローンのܖ約を༠導する。特に信用

金庫と地域との密着度が強く、ݐށてが多い

地方部においては有効な手段との意見もある。

②आえセールスの࣮ࢪ

　आ換えセールスではマスセールスが威力を

発揮しやすい。新ฉં込み広ࠂやポステΟン

グと休日・間相談会を組み合わせ、現在の

住宅ローンに不ຬのある顧客を۷りىこす。

地域銀行がۤ手とするきめ細かいローラー営

業でआ換え案件を獲得する手もある。आ換え

図表12	　ར用ͨ͠ॅϩーϯܾ定にͯ͠ࡍ Өڹ
͕େ͖͔ͬͨഔ体等（上Ґ߲目）

	 （単位ɿ�）

住宅・ൢച事業者
（営業マン、店಄、営業所など） 30.4

金融機関（店಄、相談コーナーなど） 14.3

インターネット 10.4

クチコミ 7.0

務先（利ް生、職員向けઆ໌会など）ۈ 5.7

（備考）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン
利用者の実態調査 ʲ民間住宅ローン利用者ฤʳ
（ୈ2回）』より信金中央金庫�地域・中小企業研究
所作成
2�．調査対象は、平成27年7～10月に民間住宅ロー
ンをआり入れた1,03�件

図表13	　ॅ༑の会のೖ会特య（例）

◦�入会金および年会費は無料

ガイドブック等の贈呈（年1回）、ࢠ�◦

◦�家りセミナー、੫務相談会、住宅ローン
相談会の開催

◦�現地視会の開催、マッチング会の開催

◦�住宅ローンの金利優遇

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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ではクチコミが重要な情報ݯになるので、आ

換え専用の住宅ローン商品を開発し、集合住

宅でҶづるࣜに案件を獲得した事例がみられ

たほか、ヒット率を高めるため、入ډから一

定期間が経աした集合住宅や新ڵ住宅֗を集

中的にセールスしている事例もある。

（3	）ෳ߹औҾのపఈ（顧客の囲い込み）

　地元における顧客数がݶられる以上、1人

（または1世帯）の顧客に可能なݶり多くの商

品・サービスをクロスセルし、囲い込んでいく

必要がある。特に人口減少がஶしい地域にお

いては複合取引が不可ܽとなろう。

　住宅ローンの商品内容をみると、給振口座や

家計のܾࡁ口座の指定、クレジットΧードおよ

びΧードローンのܖ約などをポイント化し、優

遇金利の適用件とする方ࣜが一般的である。

そのࡍ、୭でも最優遇を受けやすい商品設計

にするのではなく、自金庫としてਂߞしたい

߲目のポイントを高める必要がある。また、定

期的にポイントの内容を見直すことも不可ܽ

だろう。Χードローンなどのクロスセルのࡍに

は、『住宅ローンの優遇金利の件だからとり

あえずܖ約して下さい』ではなく、『ٸにお金

が必要になった時、このΧードを使って下さ

い』と೦ԡしし、残高の積上げに成ޭした事

例もあった。

化ڧऔҾઌのフΥϩーط（4）

　住宅ローンの新規実行額およびঈؐ・ঈ٫

額の関係のとおり、競合金融機関のݞ代わり

は不可ܽである。住宅ローン利߅への対߈

用者（実ݖ者）は、一般に平日ன間の面談が

難しく、また口座引引མしによるローン返ࡁを

、りݶがらないࡁଇとする。そのため、返ݪ

既取引先へのフォローをଵりやすく、結果と

してある日ಥ然、܁上げ返ࡁのਃし出を受け

るケースもあるだろう。また、競合金融機関

にݞ代わりされないまでも既存の住宅ローン

の金利引下げを迫られるケースもあるだろう。

　だからこそ、住宅ローンの推進にあたって

は新規の実行にかり目を向けず、既取引先

のフォローにも注力する必要がある（図表14）。

　%Mૹ付やిセールス、休日・間の予

約面談などを通じて顧客との接点を確保す

る。年に1回、既取引先の取引振りをリスト

アップし、加のクロスセルを営業店に指ࣔ

している事例もある。また、住宅ローン新規

実行時に定期積金や定時定額の資信ୗを進

め、フォローに活用している事例もある。住

宅ߪ入から3年後に自家用ंをങい換えたく

なる顧客がみられるので、3年ֻ込みの定期

積金を、さらに3年後にはΧーローンをקめ

る渉外担当者のがあった。

図表14	　طऔҾઌフΥϩーにࢪ͚ͨ策（例）

◦�定期的（年1回）に取引振りを営業店に
ؐ元し、新たなクロスセルに活用

◦�年に1回、感謝の%Mをૹ付

◦誕生日にプレゼントの贈呈　　　　　　

◦�定期積金、定時定額の資信ୗを推進

◦�目ඪ設定に取引維持をり込む

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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策ࢪ確保のͨめのॾࢉ࠾．	5

　信用金庫は銀行のようなスケールメリット

をڗ受しにくく、また住宅ローンの金利水準

も高めに位置する。そこで、信用金庫は住宅

ローンのऩӹ意ࣝを持ち、単体での採ࢉ確保

にも取り組む必要がある。

（1）ϩーϯセϯλーの開設

　近年、営業店から住宅ローンや消費者ローン

業務をٵい上げるため、ローンセンターを開設す

る信用金庫がみられる（図表15）（注5）。個々の営

業店が住宅ローンの৹査や手続きを行うのでは

なく、集約することでスケールメリットを求す

るものだ。同時に業者セールスの૭口をローンセ

ンターに一本化すれハウスメーΧーの営業マ

ンへの高度な提案が可能となるし、渉外担当者

の活動のࡨ૰を解消する効果も見込まれる。

（2）手ྉのվ定

　住宅ローン金利のվ定（引下げ）に併せて手

数料体ܥを見直す動きも活発である（図表16）。

ି出金利ଉによるऩӹの確保が難しくなって

いる以上、৹査など個々の業務をύーπ͝と

に分解し、実費を求する必要がある。競合

金融機関の手数料体ܥを参考にしつつ、①自

金庫の手数料水準を競合金融機関と同水準ま

で引上げ、②自金庫で未設定の߲目があった

ら新設、などが行われている。不動産担保調

査手数料を競合金融機関ฒみに引き上げるこ

図表16	　手ྉのվ定（例）

◦�不動産担保調査手数料のվ定（金額の引
上げ、営業地域外の調査手数料の引上げ）

◦�営業地域外（ԕִ地など）の不動産担保
調査時に別్実費を求

◦�期ݶ前શ額܁上手数料のվ定（金額の引
上げ）

◦�一部܁上返ࡁ手数料のվ定（金額の引上げ）

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表15	　ϩーϯセϯλーの開設目的

営業ྗのڧ化
（Ҋ݅の獲得）

のू中化ࣄ
（ίストݮ）

営業店の職員および事務機ث等の削減（再配置）

事務ミスの防止、Φペレーショナルリスクのܰ減

事務の集約によるスケールメリットの求

営業店では難しい休日等の相談૭口の確保

専門スタッフによる高度な提案の実施（業者向け含む）

営業店が事業性融資に専೦するための時間೧出

（備考�）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）5�．詳しくは、信金中金月報2015年8月増刊号『住宅ローン推進のためのローンセンター開設について』（2015年8月）を参র
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とで、年間数ઍສ円からの手数料ऩ入の増加を

見込む事例もある。

おわりに

　ここ数年、金融機関の間で『住宅ローンは

本当にかるのかʁ』といったٞ論が続いて

いる。利ৌに注目すれ住宅ローンの採ࢉは

քに近づいており、個別案件の中には得らݶ

れるି出金利ଉでコストをえないケースも

あるだろう。

　営業Τリアがݶられる信用金庫の場合、単७

な採ࢉだけで住宅ローンへの取組み࢟を変更

することは難しいだろう。先進金庫が取り組む

ように、複合取引・生֔取引などの囲い込みを

図るなかで、૯合的なऩӹを確保していく必要

がある。信用金庫は自金庫のマーケット環境や

競合状態を考慮しつつ、最適な住宅ローンに取

り組んでいく必要があろう。

〈参考文献等〉
・�日本銀行『業種別ି出金調査』

・�住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン利用者の実態調査ʲ民間住宅ローン利用者ฤ（rୈ2回）』

・�住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローンのି出動向調査結果』

・�国ަ通ল『平成27年度�民間住宅ローンの実態に関する調査�結果報ࠂ』
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（キーワード）  年金受給口座、集める預金、集まる預金、金融・非金融サービス、囲い込み

（視　点）
　信用金庫が5～10年後のビジネスモデル構築を検討するうえで、良質な個人預金の獲得は主要
テーマの1つである。こうしたなか、「集まる預金」と位置付けられる年金受給口座（年金預金）
の推進を預金セールスの柱に据える信用金庫が増えてきた。各信用金庫は、年金受給口座の獲得
に向け、体制の強化や金融・非金融サービスの拡充などに注力している。将来的な預金減少時代
の到来に備え、今後も年金預金の推進競争は激化が予想されよう。
　そこで本稿では、信用金庫の年金受給口座の推進策について、効果的な手法や取組み時の留意
点などを取り上げる。

（要　旨）
⃝�「集める預金」から「集まる預金」獲得へのビジネスモデル転換を目指し、年金受給口座
（年金預金）を推進する信用金庫が増えている。
⃝�信用金庫が年金受給口座を推進する目的は、①個人預金の安定的な調達、②高齢顧客の囲
い込み、③女性職員の活躍拡大などとなる。

⃝�推進にあたっては、自金庫の口座保有者へのアプローチを重視し、50代後半のプレ年金受
給層の段階から囲い込みに努めている。また定期的な非金融サービスの提供により、年金
顧客との接点確保に取り組んでいる。

⃝�取組み時の留意点をあげると、①推進目的の（再）確認、②フェイス･トゥ・フェイスの関
係重視、③費用対効果の検証などがある。

調 査

信用金庫の年金受給口座（年金預金）の推進策について

信金中央金庫	地域・中小企業研究所上席調査役
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はじめに

　信用金庫が5～10年後のビジネスモデル構

築を検討するうえで、低コストかつ良質な個

人預金の獲得は検討テーマの1つとなる。か

つては定期積金が預金獲得で重要な地位を占

めていたものの、社会環境の変化もあり近年

は効率化の方向にある。こうしたなか、年金

受給口座の獲得を預金セールスの柱に据える

信用金庫が増えてきた。各信用金庫は、年金

預金の推進体制を強化しており、今後のさら

なる競争激化が予想される。

　そこで本稿では、信用金庫の年金受給口座

の獲得策について、効果的な手法や取組み時

の留意点などを取り上げる。

1	．年金受給口座の獲得目的

（1	）預金残高の推移

　信用金庫の預金残高は増加傾向にあり、平

成27年度末には前期比2.1％、2兆8,043億円増

加の134兆7,476億円となった。前期（3.0％増）

より伸び率は低下したものの、14年連続で

前期を上回っている（図表1）。

（2	）預金セールスの変化

　信用金庫の預金セールスをみると、かつて

は定期積金を「きっかけ」に顧客基盤を拡充

しつつ定期預金につなげるスタイルが主流で

あった。ところが国民のライフスタイルの変

化などを受け、定期積金の残高は縮小方向に

ある。また、多くの信用金庫が融資セールス

にウェイトを置いた営業体制への転換を進め

た結果、預金セールスの効率化が指向される

ようになった。

　こうしたなか、「集める預金」から、「集ま

る預金」獲得へのビジネスモデル転換を目指

し、年金受給口座（年金預金）の推進に取り

組む信用金庫が増えてきた。集まる預金には

給振口座の獲得もあるが、年齢別金融資産の

保有状況のとおり、預金残高の積上げにおい

図表1	　預金残高の推移
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（備考）1�．他業態との合併等は考慮していない。
2�．信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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て高齢顧客へのアプローチが効果的と考えら

れる（図表2）。

（3	）狙い

　信用金庫が年金預金を推進する狙いは、①個

人預金の安定的な調達、②高齢顧客の囲い込

み、③女性職員の活躍拡大などとなる（図表3）。

なお、本稿における年金預金の範囲は、2か

月に1回、年金受給口座に振り込まれる公的

年金などに加え、退職金や高齢顧客の保有す

る既存の普通・定期預金などを含む。

2	．仕組み・特徴など

　信用金庫は、より多くの年金受給口座の獲

得に向け、推進体制の強化や金融・非金融

サービスの拡充などに取り組んでいる。

（1	）推進体制

　信用金庫の年金受給口座の推進体制は、大

きく①渉外担当者やテラーがセールスするタ

イプと、②年金専担者がセールスするタイプ

とに分かれる。また、年金の請求手続き方法

などの相談の場として、③営業店で開催する

年金相談会および④相談機能を充実させた相

談プラザの開設などもある。

①営業店の渉外担当者・テラーによるセールス

　渉外担当者やテラーが日々の営業活動のな

かで、見込み先に対し年金受給口座の指定を

セールスする。フェイス・トゥ・フェイスの

人間関係が構築されているため、営業店職員

は適時適切な提案を顧客に行うことが可能と

なる。いわゆる「お願い営業」も通用しよ

う。ただし年金制度は複雑で個別性が強いた

め、本部の担当者や外部専門家と連携し対応

するケースが一般的とされる。

②年金専担者によるセールス

　本部の営業推進部門に年金推進の専担者を

配置し、見込み先に年金請求手続きのアドバ

イスなどを実施する（図表4）。スキルや経

験のある年金専担者が取り扱うことで提案内

図表3	　推進の狙い
狙　　い 内　　　　容

個人預金の安
定的な調達

効率的な預金セールスが求められている
現在、2か月に1回振り込まれる公的年金
などは預金残高の積上げに貢献する。併
せて退職金などの獲得も期待される。

高齢顧客の
囲い込み

高齢顧客との接点を維持することで、預
金セールスだけでなく預かり資産取引な
どのクロスセルや相続対策、事業承継支
援などにつながる。

女性職員の
活躍拡大

女性職員の活躍拡大に向け、年金推進担
当に女性を据える信用金庫がみられる。
年金セールスは高齢顧客を対象とするの
で、女性職員のきめ細やかな応対が向く
との意見もある。

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表2	　世帯主の年齢別金融資産保有状況
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（備考）1�．金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する
世論調査 ［二人以上世帯調査］（平成27年）」より
信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
2�．調査対象は、金融資産を保有していない世帯を
含む3,747先
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容の高度化が期待される。年金専担者が単独

でセールス活動を行う事例は少なく、一般に

は営業店職員からのトスアップやリストアッ

プ先への同行訪問、年金相談会での面談を通

じて見込み先にセールスしている。

③営業店での年金相談会の開催

　平日または休日の営業店を活用し、年金専

担者または外部専門家による年金相談会を開

催する事例がみられる（図表5）。年金相談

は1件あたり30分から1時間以上を要するう

え、年金手帳・年金定期便の持参が求められ

ることから、導入金庫では事前予約制度を採

用することが多いようだ。

④相談プラザの開設（注1）

　ライフプランに関する相談メニューの一環

として、相談プラザで年金相談を行う事例も

みられる。資産運用や相続手続きなどにも詳

しい職員が常駐するため、多方面から顧客の

相談に応じられるといった強みがある。

（2	）金融・非金融サービス

　より多くの年金受給口座を獲得するため、各

信用金庫は定期預金の金利上乗せや手数料の

割引といった金融サービスだけでなく、誕生日

プレゼントや観劇・旅行の催行などの非金融

サービスの拡充にも取り組んでいる（図表6）。

①金融サービスの提供

　金融サービスには、イ）金利上乗せの預金

商品（定期預金、定期積金）、ロ）消費者

ローンや住宅ローンの金利優遇、ハ）ATM手

数料の割引などがある。このうち預金商品に

は、年金予約客専用および年金顧客専用の定

期預金がある。通常の定期預金より調達コス

トはかかるものの、当該商品は顧客への訴求

力が強く、預金残高の積上げに貢献している。

　そのほか、金融サービスと非金融サービス

図表4	　年金専担者の活動（例）

◦�女性職員を年金専担者に任命することが
多い（社会保険労務士の有資格者だと尚
良い）

◦�営業店からの依頼に基づき見込み先への
セールス（同行訪問）

◦�営業店の年金推進の側面支援（アドバイ
ス、同行訪問など）

◦�年金相談会での相談対応、相談プラザへ
の常駐（年金請求手続き、年金定期便の
見方など）

◦�職員向け研修会の講師、臨店指導

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表5	　年金相談会の開催スケジュール（例）

①開催のҊ લ予約のࣄ②
　受͚ ③相談対Ԡ ④フΥϩー ᶇ年金予約

　手ଓ͖

対ઌΛϦストΞοプ
)1ࡌܝɺνラγɺϙス
　λーࣔܝなどでࠂ

%.ૹおよͼݸ別
　セールス　
予約客には当の資
　ྉ持参（年金定ظศ
　年金手ா等）Λґཔ

当は予約客の相談
　対ԠΛ༏ઌ
予約な͠ の顧客相談
　にదٓɺ対Ԡ

ޙŊݸ別๚·ͨは
　再དྷ店のґཔでフΥϩー

年金予約Λ獲得͢る
　（専用定ظ預金の受
　ೖΕなど）

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）1�．位置付け、名称は信用金庫により異なる。
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の中間に位置付けられる施策として、店舗の

バリアフリー化や、ATMの拡充などのハー

ド面の対策もある。

②非金融サービスの提供

　非金融サービスには、イ）誕生日や年金感

謝デーでのプレゼント贈呈、ロ）観劇や旅行

などの催行（無料または割引など）、ハ）年

金相談会に加え、健康相談や相続相談などの

各種セミナー・相談会の開催、ニ）飲食店や

ホテルなどの割引サービスなどがある。

3	．効果的な推進手法

　本稿では複数の信用金庫へのヒアリング内

容などを参考に効果的な年金預金の推進策を

紹介する。主な推進策には、①プレ年金受給

層へのセールス（予約セールス）、②競合金

融機関を利用する年金顧客へのセールス（指

定替えセールス）がある（図表7）。それと

同時に、年金顧客が競合金融機関に指定口座

を変更しないよう、③流出防止のための顧客

囲い込み・維持策が行われている。

（1	）プレ年金受給層へのセールス（予約セー

ルス）

　年金受給口座の推進では、50代後半から受

給開始までのプレ年金受給層がメインター

ゲットとなる。一般に個人顧客は年金制度や

請求手続きに不安を持っており、このタイミン

図表7	　主な年金受給口座の推進方法
予約セールス（プレ年金受給層ΛλーήοトにセールスΛ͏ߦ）

指定替えセールス（ڝ߹金融ػ関に年金受給口座Λ指定ͯ͠いる
高齢顧客ΛλーήοトにセールスΛ͏ߦ）

囲い込み・維持策（ࣗ金庫で年金受給口座Λ指定ͯ͠いる顧客の
ྲྀग़Λ͢ࢭる）

年金受給口座
セールス

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表6	　主な提供サービスの分類

提供サービス

金融サービス

非金融サービス

金ར上ͤの預金（予約客͚ΛؚΉ）
ਓϩーϯの金ར༏۰ݸ
手ྉの༏۰　　　　　		など

店ฮのόϦΞフϦー化
"5.の֦ॆ
ϩビーలの開催　　　　　など

ੜプレθϯト等のଃఄ
ɺཱྀܶ؍ ߦの催ߦ
֤छ相談会の開催
ׂҾサービスのಋೖ　　　	など

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成



62� 信金中金月報　2016.8�増刊号

グでのサポートにメリットを感じる傾向があ

る。そこで年金相談会やライフプラン・退職

後セミナーなどを通じて顧客をサポートし、そ

の見返りとして受給口座の指定予約に結び付

けることができる。ただし個人情報保護が重

視されて以降、外部情報を用いた見込み先の

リストアップが難しくなった。そのため、各信

用金庫は、取引のある顧客を対象に年金受給

口座を案内し、囲い込みにつなげている。メ

ガバンクをメインとし、信用金庫の口座はサ

ブであっても、信用金庫の強みである機動力

を駆使した相談対応で予約獲得につなげた事

例も多い。なお、プレ年金受給層の囲い込み

では年金予約客専用定期預金の効果が高いと

の意見があった。

（2	）年金顧客へのセールス（指定替えセー

ルス）

　すでに競合金融機関で年金を受け取ってい

る高齢顧客の受給口座を変更させるには、紹

介案件の獲得が効果的である。各信用金庫

は、友だち紹介キャンペーンの実施や年金旅

行に未取引先の友人・知人の同行を認めるな

どを実施し、自金庫に年金受給口座を指定替

えするメリットを訴求している（図表8）。

（3	）囲い込み・維持策

　自金庫の年金顧客が競合金融機関に受給口

座を指定替えしないよう、新規の獲得に注力

すると同時に囲い込む必要がある。信用金庫

は、年金支給日に合わせた年金感謝デーや誕

生日プレゼントの贈呈、観劇・年金旅行の催

行などを通じて年金顧客との接点確保に努め

ている。特に年金旅行については、年金顧客

と信用金庫職員のリレーション強化に寄与す

るため、囲い込みの効果が期待される。

4	．獲得・囲い込み時の留意点

　年金預金を推進する上での留意点をあげる

と、①推進目的の（再）確認、②フェイス・

トゥ・フェイスの関係重視、③費用対効果の

検証などがある。

（1	）推進目的の（再）確認

　預金セールスにおいて年金受給口座を推進

する目的を確認する必要がある。同じ「集ま

る預金」といっても、今後の高齢化社会に向

けた年金預金の獲得に注力したいのか、それ

とも若年層との取引拡大を図りたいのかで推

進先が異なる。

　また、年金受給口座の獲得を通じて、預

金残高の積上げを優先するのか、それとも

預かり資産や相続相談などの推進に期待す

図表8	　指定替えセールス（例）

◦�友だち紹介キャンペーンを実施し、友
人・知人の紹介を依頼する。

◦�年金顧客の友人（競合金融機関に年金受

給口座を指定）の年金旅行などへの参加
を認める。

◦�日常の営業活動を通じて家族や親類の指

定替えをお願いする。

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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るのかで、ターゲットとなる高齢顧客が微

妙に異なる。年金受給口座の推進目的を富

裕層取引の「きっかけ」と位置付ける大手

金融機関もあるので、推進目的に沿った活

動が求められる。

（2	）フェイス・トゥ・フェイスの関係重視

　年金預金の推進および囲い込みではフェイ

ス・トゥ・フェイスの密着した人間関係が威

力を発揮する。特に信用金庫の場合、非対面

チャネルを用いた年金預金の推進ではなく、

自らの強みである渉外担当者やテラー、年金

専担者のきめ細かいフォローで競合金融機関

との差別化を図る必要があろう。

（3	）費用対効果の検証

　日本銀行のマイナス金利政策が開始されて

以降、調達コストの削減に注目が集まってい

る。年金預金は相対的にコスト高の傾向があ

るので、定期的な費用対効果の検証が求めら

れる。競合金融機関の水準と比較しつつ、年

金定期預金の金利を機動的に見直したり、公

的年金の振込口座を複数の金融機関に振り分

けている顧客に対して1回の振込金額の最低

基準を設けたりするのも一手であろう。

　また、年金旅行の催行は、年金顧客とのリ

レーションの強化、若い職員の教育効果など

メリットの大きい一方で、自金庫の費用負担

だけでなく、同行する役職員の負担感も理解

したうえで実施する必要がある。いずれにせ

よ、年金預金の獲得には一定額のコストがか

かるので、積極的な推進を判断するならコス

トに見合った成果（口座数、残高など）を獲

得する努力が求められる。

おわりに

　信用金庫の預金残高は、14年連続で増加

を続け、また足元もプラス基調にある。その

ため、預金セールスそのものを自然体と位置

付ける信用金庫は多い。しかしながら、人口

減少に伴う預金減少時代は確実に迫ってお

り、またマイナス金利政策が継続されるとな

ると、近い将来、預金の自然増を前提とする

ビジネスモデルが崩れる可能性もあり得る。

信用金庫は預金減少時代の到来を睨んで、今

から預金セールスの推進体制を再整備してお

く必要があろう。

〈参考文献等〉
・�金融広報中央委員会『家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］』（平成27年）



（キーワード）  信用金庫、二宮尊徳、報徳思想、五常講、掛川信用金庫、報徳二宮神社

（視　点）
　信用金庫の法制度の源流を紐解くと、その始まりは19世紀半ばにドイツのヘルマン・シュル
ツェ・デーリチュが設立した信用協同組合（協同組織金融機関）とされる。そこで、信金中金
月報2016年2月増刊号（2016年2月）「－今、改めて考える信用金庫の源流－協同組織金融機関
の祖　シュルツェ・デーリチュ（ドイツ）について」では、その歴史、特徴などについて概説
した。これに対し、日本では、シュルツェ・デーリチュよりも30年以上前に二宮尊徳（二宮金
次郎）が相互扶助の金融（協同組合）の仕組みを創設している。
　そこで本稿では、日本における協同組織金融機関の成り立ちの一つとされる五

ごじょうこう

常講を設立し
た二宮尊徳とその基本的な考え方である報徳思想を取り上げる。あわせて、日本で最初に設立
された掛川信用金庫と、報徳思想を今に活かす報徳二宮神社の取組みについて確認することで、
信用金庫の源流への考察を試みた。
（要　旨）
⃝�二宮尊徳は、現在の神奈川県小田原市の中流農家に生まれたが、幼少のときに川の氾濫で
二宮家が多くの田畑を失い、苦難の少年時代を送った。しかしながら、逆境に屈せず、貧
しい中で勤労に励み、一家を成し独学で見識を磨き、日本各地の困窮した600余りの農村の
救済に手腕を発揮した。

⃝�二宮尊徳がつくりあげた報徳思想の4つの柱として、「至誠」「勤労」「分度」「推譲」があげ
られる。また、大日本報徳社（静岡県掛川市）では、正門向かって右側に道徳門、左側に
経済門と刻まれており、これは道徳と経済の調和が大事であると説いた報徳思想を象徴す
るものである。

⃝�掛川信用金庫は、二宮尊徳の高弟である岡田良一郎が、日本で最初に設立した信用金庫で
ある。報徳思想の「推譲」を経営に活かし、余資運用はインカムより含み益を重視してい
るため、バブル崩壊やリーマンショックの時も黒字であり、堅調な経営を続けている。

⃝�報徳二宮神社は、1894年（明治27年）に二宮尊徳の教えを慕う人々により、生誕地である
神奈川県小田原市の小田原城の一角に創建された。2010年から「まちづくり推譲事業」を
実施しており、報徳思想の実践活動として、地元の農家と商工業者をつなげながら、農商
工連携による地域活性化を推進している。

調 査

　　　　  −今、改めて考える信用金庫の源流−

二宮尊徳がつくりあげた報徳思想の実践
～掛川信用金庫と報徳二宮神社～

信金中央金庫 地域・中小企業研究所次長

住元　文和
信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員

中西　雅明
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はじめに～今、なぜ報徳思想なのか～

　信金中金月報2016年2月増刊号（2016年2

月）「－今、改めて考える信用金庫の源流－

協同組織金融機関の祖�シュルツェ・デーリ

チュ（ドイツ）について」を発刊した。その

なかでは、欧州で初めて信用協同組合（協同

組織金融機関）を設立したヘルマン・シュル

ツェ・デーリチュ（1808～83年）について振り

返るとともに、協同組織金融機関の設立に際

して、最も重要な点である組合員資格とその

位置づけなどについてふれた。また、欧州と

の比較において、日本では二宮尊徳（1787

～1856年）が「五
ごじょうこう

常講」という相互扶助の金融

（協同組合）の仕組みを創設し、それが日本

の信用金庫制度の源流の一つになったことに

ついても取り上げた（図表1）。

　二宮尊徳が活躍した時代は今から約200年

前であるが、尊徳が活躍した地域は、その時

代に荒地（耕作放棄地）の拡大とともに人口

が減少するという状況にあった。

　わが国の現状をみると、地域産業が衰退す

るとともに、大企業の工場は海外進出等を理

由に移転し、地方は雇用の場を失って人口減

少問題に直面している。そのような状況の中

で、地方創生という政策が導入され、地域に

産業を興し雇用の場を設け、人が安心して暮

らすことができる環境を整備し、まちを創生

図表1　協同組織金融機関設立のあらまし（日本・欧米）
年 主な出来事 日　本 欧　米

1760 イギリス産業革命

1814 二宮尊徳、小田原藩家老服部家で
困窮武士を対象とした金融互助組
織「五常講」を設立

1844 イギリスで「ロッチデール公正先駆者組合」創設

1848 ドイツ産業革命

1850 ドイツで、シュルツェ・デーリチュが「市街地信用組合」設立

1862 ドイツで、ライファイゼンが「農村信用組合」を設立

1864 イタリアで、ルツァッティが「庶民銀行」を設立

1868 明治維新

1879 二宮尊徳の高弟岡田良一郎が「勧
業資金積立組合（現在の掛川信用
金庫）」を設立
品川弥二郎・平田東助が「信用組
合法案」提出（議会解散により審
議未了）

1891

1895 イギリスで「国際協同組合同盟（ICA）」結成
カナダで、デジャルダンが「庶民金庫（ケース・ポピュ
レール）」を設立
アメリカで、デジャルダンが「信用組合（クレジット・
ユニオン）」を設立

1900 「産業組合法」公布、施行

1909

（備考�）シュルツェ・デーリチュ著�東信協研究センター訳編『シュルツェの庶民銀行論』日本経済評論社（1993年10月）お
よび村本�孜『信用金庫論－制度論としての整理』きんざい（2015年2月）より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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しようと試みられている。

　尊徳が生きた時代の日本の主たる産業は農

業であり、尊徳は農業分野における改革に取

り組み、関東各地の荒廃した地域の再生を成

功させた。当時と現在の日本の産業構造は大

きく異なり、抱えている課題も違いがある

が、尊徳の基本的考え方である報徳思想やそ

の改革の手法は、現在でも十分通じるものが

ある。

　そこで本稿では、日本における協同組織金

融機関の成り立ちの一つとされる五常講を設

立した二宮尊徳（二宮金次郎）とその基本的

な考え方である報徳思想を取り上げるととも

に、日本で最初に設立された掛川信用金庫と

報徳思想を今に活かす報徳二宮神社の取組み

にも光をあてて、信用金庫の源流について今

改めて考えていくこととしたい。

1．報徳思想とは

　本章では、二宮尊徳の半生と功績について

振り返るとともに、600余りの農村の救済に

手腕を発揮した行動と実績の根底とされる報

徳思想の要点について考えてみたい。

（1）二宮尊徳の功績

　二宮尊徳（実名金治郎、通称は金次郎）

は、1787年（天明7年）に現在の神奈川県小

田原市栢
か

山
やま

（当時は栢山村）の中流農家で生

まれた（図表2）。1791年（寛政3年）、幼少

のときに近くを流れる酒
さか わ

匂川の氾濫で多くの

田畑を失い、それから苦難の少年時代を送る

ことになった。1800年（寛政12年）には父

利
り

右
え

衛
も ん

門が他界し、わずかその2年後に母よ

しも病死し、一家離散となり、金次郎は伯父

万
まん

兵
べ え

衛家に身を寄せることとなった。

　伯父の家では、農作業の基礎を仕込まれる

とともに、勉強好きの金次郎はただ働くだけ

では満足せず、夜は遅くまで本を読み、儒教

的教養と合理的精神を次第に身につけていっ

た。また、空き地に捨苗を植えて、米1俵を

収穫し、小さな努力の積み重ねがやがて大き

な収穫や発展に結びつく「積
せき

小
しょうい

為大
だい

」の理を

悟るようになった。

　やがて、金次郎は生家近くに小屋を建てて

独立し、荒地の開墾、小田原藩家老服部家へ

の奉公、米や金の貸付けなどによって自立を

果たした。金次郎のやり方は、自らの働きを

合理的に最大限活かすという徹底したもの

で、そのやり方は評判となり、服部家からも

家政整理を依頼されている。また、このころ

小田原藩主大久保忠
ただ

真
ざね

から善行表彰され、活

躍の場所をさらに広げることとなった。

　特に、服部家の家政整理中に実施した五常

講は日本で初めての金融互助組織であり、信

図表2	　二宮尊徳の生家（小田原市）

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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用金庫の源流の一つといえる。これは、上

級・下級武士の生活を救うため、藩主からお

手元金として借り入れた1,000両のうち、300

両を原資とし、百人一組の組織（講という）

をつくり、①無利息、②小額（1両～3両）、

③短期（百日を限度）、④仲間の連帯保証つ

きの資金融通制度である。

　もし、返済の延滞があったときは、その金

額によって名簿の次の10人、あるいは前後

20人、あるいは全員が分割弁償する。この

制度は、その名前のように仁・義・礼・智・

信の五常（注1）（儒教の教え、人が常に守るべ

き五つの道徳）を実践することを基本として

いる。その実践によって資金が永遠に循環

し、循環が早ければ早いほど、より多くの人

が活用できる仕組みとなっている。

図表3　二宮尊徳の主な年表
年 事　項

幸福な
幼時 1787年 7月23日�二宮金次郎（金治郎）、栢山村（現在の神奈川県小田原市）に誕生

一家苦難
時代

1791年 酒匂川が決壊し、二宮家の所有田地の大半が流出する。
1796年 大久保忠真（ただざね）が小田原藩主となる。
1800年 父・利右衛門（りえもん）が病死する。
1802年 母・よしが病死する。一家離散、金次郎は伯父・万兵衛家に引き取られる。

一家復興
時代

1803年 捨て苗から1俵を得て、「積小為大（せきしょういだい）」の理を悟る。
1806年 生家近くに小屋を建てて独立し、二宮家再興に着手する。
1811年頃 小田原藩家老服部家の若党となる。
1814年 服部家の使用人を中心に「五常講（ごじょうこう）」を試みる。

1818年 服部家の家政整理を引き受ける。�
小田原藩主大久保忠真から酒匂川河原にて善行表彰される。

1820年 斗枡（とます）を改良し賞される。藩士の五常講を創設する。

桜町領�
復興時代

1822年 小田原藩主大久保忠真から桜町領（現在の栃木県真岡市）の復興を命じられる。
1827年 領民の不平分子が騒ぎ、村役人の辞表提出が続く。
1828年 トラブルが頻発し、辞任届けを提出するが却下される。
1829年 成田山で21日の修行を行う。帰任後は事業が円満に進行する。
1831年 桜町領第一期仕法が終了する。大久保忠真から「以徳報徳」の賛辞を受ける。

事業普及
時代

1836年 桜町領第二期仕法が終了する。烏山藩（現在の栃木県那須烏山市）を救済する。
「報徳訓」「貧富訓」が完成する。

1837年 小田原藩内貧民を救済する。小田原藩主大久保忠真が亡くなる。
1839年 相馬中村藩（現在の福島県相馬市、南相馬市）の富田高慶が入門する。
1842年 幕臣・御普請役格に登用される。このころ諱を「尊徳（たかのり）」と名乗る。

試練時代 1846年 日光仕法ひな形が完成し、64巻を幕府に献上する。�
小田原藩が突如仕法を廃止する。

日光領
復興時代

1853年 日光神領復興を命じられる。
1854年 岡田良一郎が入門する。
1855年 今市報徳役所（現在の栃木県日光市）に移転する。
1856年 今市にて永眠する。

（備考�）小田原市尊徳記念館提供資料および報徳博物館ウェブサイトより信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）1�．「仁」仁愛の心をもって行う、「義」約束を守り返済する、「礼」礼節をもって行う、「智」能率的、計画的な実践の工夫、
「信」相互の信頼関係
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　なお、後述するが、経済と道徳の両立が報

徳思想の原則である。無利息であれば原資は

増えず、経済的な成長はないが、返済終了後

お礼として1回の返済分を余分に受け取る

（これを「元
げんじょ

恕金
きん

」というが、いつから受け

取っていたかは判然としていない）ことで、

その後の貸付金の原資を増加させていった。

この元恕金を利息とみなしても、当時の金利

からすれば、極めて低利の融資と言えるもの

であった。

　やがて、1822年（文政5年）に金次郎は藩

主大久保忠真から分家の宇津氏が持つ下野国

桜町領（4,000石）の復興を命じられる。桜

町は土地がやせたうえに、長年の厳しい年貢

の取立てのため、農民の耕作放棄や夜逃げで

荒地が増える状況になっていた。金次郎は現

地に赴き、桜町の実態を丹念に調査し、再建

計画（注2）をたて復興に取り組んだ。

　また、勤勉な人物への褒賞で農民の士気を

高めたり、越後方面から農民を入植させて荒

地の開墾を進めるなど次々と手を打っていっ

た。途中、小田原藩士�豊田正作や村内の不

平分子らの妨害などがあり、金次郎は雲隠れ

をして、成田山新勝寺で21日間の断食修行

をするようなこともあったが、その後、村内

の不平分子も金次郎の誠意と努力がわかり、

次第に良き協力者となっていった。

　31年（天保2年）に桜町の最初の復興が終

了した際には、農家は増え、荒地は減り、年

貢ももとの倍近くになっていた。これまでの

経過を大久保忠真公に報告した際に「荒地に

は荒地の力があります。荒地は荒地の力で起

こし返しました。人にもそれぞれ良さや取り

柄があります。それを活かして村を興してき

ました。」と答え、大久保忠真公から「以徳

報徳（徳をもって徳にむくいる）」の賛辞を

図表4	　小田原市尊徳記念館

図表5　報徳博物館（小田原市）

小田原市尊徳記念館の概要

所 在 地
Webサイト

神奈川県小田原市栢山2065-1
http://www.city.odawara.kanagawa.jp/
public-i/facilities/sontoku/

報徳博物館の概要

所 在 地
Webサイト

神奈川県小田原市南町1-5-72
http://www.hotoku.or.jp/

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）2�．過去10年間の年貢収納額を調べ、それを基準として今後10年間領主に納める限度額を定めた。そして、農民たちの努力に
よって増収となった分は年貢として徴収するが、上納せずに金次郎が預かり、村のために役立てるというもの。
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受けた。金次郎はこの言葉に感激し、その後

「報徳」という言葉を中心に据えて、自らの

思想体系を練り上げていくようになったとい

われている。

　桜町領の復興成功は各地に知れ渡り、関東

各地から依頼を受けるようになり、報徳仕法

は普及していった。42年（天保13年）には

老中水野忠邦から幕府の役人に取り立てら

れ、このころから尊徳の名を名乗るように

なった。途中、小田原藩が突如報徳仕法を廃

止するといった試練にもさらされたが、53

年（嘉永6年）に日光神領の復興を命じら

れ、54年（安政元年）にはのちに掛川信用

金庫の初代組合長（理事長）となる岡田良一

郎が二宮尊徳に弟子入りしている。翌年には

今市報徳役所（現在の栃木県日光市）に移転

するものの、病が悪化し56年（安政3年）に

死去した。

　二宮尊徳が構築した五常講などの金融互助

組織や報徳思想は、民間の自発的な活動とし

て、産業組合法施行前に日本で初めて設立さ

れた掛川信用金庫にも多大なる影響を与えて

おり、まさにわが国における協同組織金融機

関の祖の一人といえよう。

（2）報徳思想の4つの柱

　二宮尊徳の教えとして有名なのが、「至

誠」「勤労」「分度」「推譲」の4つである

（図表7）。

　「至誠」とは、正直に誠実に真心をもって

行動することであり、誠意をもって接すれ

ば、反対する人々の心も動かすことができ、

反対者が出るということは、自分の誠意が足

りないのであると尊徳は教えた。互いに対立

するものは、円の半分ずつであり、別の半円

と併せて一円となるという「一円融合」にも

通じる教えである。この世の中にあるものは

図表6　二宮尊徳に関する主な場所

図表7　報徳思想の4つの柱

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（備考�）大日本報徳社提供資料より信金中央金庫�地域・中
小企業研究所作成
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互いに働き合っており、すべてのものが一つ

の円で表され、一体となって初めて結果が出

るというのが「一円融合」である（図表8）。

後述する道徳と経済も一つの円と考えること

ができる。

　「勤労」とは、前述の「積小為大」に表さ

れる通り、大きなことはすぐにできないの

で、小さなことをこつこつと積み上げてい

く、つまり、一生懸命、真面目に働くことが

大切だと尊徳は説いている。ただし、やみく

もに働けば良いというわけではなく、常に工

夫することが大事だとも尊徳は言っている。

　「分度」とは、身の丈を知ることであり、限

度や節度をわきまえることである。尊徳は、

復興を引き受けるにあたり、その領地から上

がった過去の収入を詳細に調べ上げ、復興期

間中に領主が使うことができる資金の限度

（分度）を定め、それが認められるまで、復

興を引き受けなかったそうである。分度が守

られない限り、荒地を耕し収入を増やしたと

しても、それを領主が使ってしまえば、その

後の復興に活用する資金に困ることとなるか

らである。尊徳は、荒地を耕したことによる

収入の増加分を、新たな荒地の開墾に使用す

ることにより、永続的な復興を志していた。

　「推譲」とは、蓄えた資金や力を自分の未

来や子孫に譲り、また、他の人のために使う

ことである。尊徳は、荒地を開墾した資金で

新たな荒地を開墾しており（「荒地は荒地の

力で耕す」）、これは、後世の人のために蓄え

た資金を使っているのである。また、尊徳

は、得られた資金（米）をすべて使ったわけ

ではなく、不測の事態に備えて蓄えておき、

飢饉の際には蓄えた米を放出することによ

り、餓死者を出さなかったそうである。これ

も、後世の人のために蓄えた米を使ってお

り、尊徳は、このように「推譲」を実践して

いたのである。

（3）道徳と経済の調和

　静岡県掛川市にある大日本報徳社を訪れる

と、向かって右側に道徳門、左側に経済門と

刻まれている（図表9）。これは、道徳と経

済の調和が大事であると説いた報徳思想を象

徴するものである。「道徳なき経済は犯罪で

あり、経済なき道徳は寝言である」という言

葉は、信用金庫をよく表した言葉だと思え

る。大日本報徳社を訪れた際に話を伺った貝

嶋専務理事は、経営者の方が視察に来ると、

よく門の間に立ってもらい、自分がどちらに

傾いているのか考えてもらうそうである。報

徳思想は、すべての企業の原点とも言える理

念であると思われる。

図表8　一円融合の概念図

（備考�）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
図表10	　掛川信用金庫

信用金庫の概要

信用金庫名
理 事 長
所 在 地
創 立
預 金
貸 出 金
常勤役職員数

掛川信用金庫
伊藤　勝英
静岡県掛川市亀の甲二丁目203
1879年（明治12年）11月
370,188百万円
145,501百万円
357人

（2015年3月末現在）
（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

2．報徳思想の実践

　本章では、報徳思想の実践として、日本で

最初に設立された掛川信用金庫と報徳思想を

今に活かす報徳二宮神社について、今改めて

考えてみたい。

（1	）掛川信用金庫

				－日本で最初に設立された信用金庫－

　掛川信用金庫は、静岡県掛川市に本店を置

く、日本で最初に設立された信用金庫である

（図表10）。1854年栃木県日光で二宮尊徳に

弟子入りした岡田良一郎は、直接教えを受

け、実践を通じて報徳思想・報徳仕法を身に

つけて掛川に帰郷し、遠江（現在の静岡県西

部）の報徳運動の指導にあたった（図表

11）。

　岡田良一郎は、掛川を大いに発展させる一

方、74年（明治7年）に事業育成や農業・工

業などの産業奨励のために、半官半民の「資

産金貸付所」を創設し、岡田家家訓による推

譲の報徳金やほかの報徳金を資産金にして貸

付けを始めた。

　79年（明治12年）に岡田良一郎は、佐野城

東郡（現在の掛川市と菊川市の南部）の郡長

に命じられたの機に、静岡県の認可を得て、

「勧業資金積立組合」を設立し、岡田家のみ

ならず多数の人々から出資を受け、事業を開

始した。これが掛川信用金庫の創始である。

公益社団法人大日本報徳社の概要

所 在 地
Webサイト

静岡県掛川市掛川1176
http://www.houtokusya.com/

図表9	　大日本報徳社（静岡県掛川市）

経済門と道徳門
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　岡田良一郎は、かねてから報徳社の教義、

特に庶民の金融機関としての五常講の仕法か

ら信用組合の創設に理解を持っており、当時

の内務大臣品川弥二郎、法制局長官平田東助

がドイツの協同組合をわが国に取り入れよう

としていたため、研究を行い、信用組合法案

の立案に影響を及ぼしている。しかしなが

ら、91年（明治24年）議会解散のため、審

議未了廃案となる。このため、92年（明治

25年）に、岡田良一郎は法的な裏付けを待

たずして掛川信用組合を設立し、のちの産業

組合法制定の端緒を開くこととなる。

　掛川信用金庫が、法律制定前に、民間の力

で自発的に設立されている点については、ド

イツのシュルツェ・デーリチュも法律制定前

に市街地信用組合を設立しており、日独とも

に同様の経緯をたどっていることから、非常

に興味深い経緯であるといえよう。

　現在の掛川信用金庫の経営には、報徳思想

が根づいている。掛川信用金庫の定期積金の

デザインは「積小為大」であり、伊藤理事長

が常務理事の時に商標を登録している。

　掛川信用金庫の庫是は、岡田良一郎が掛川

信用組合長職を辞する際に残した「道徳を根

とし　仁義を幹とし　公利を花とし　私利を

実とす」であり、不祥事を起こさぬよう、道

徳を基本とした高いコンプライアンス意識の

醸成がみられる。

　また、報徳思想の「推譲」を経営に活か

し、余資運用はインカムより含み益を重視し

ているため、堅調な経営を続けており、バブ

ル崩壊やリーマンショックの時も黒字であっ

た。現在もマイナス金利導入で経営環境は変

化し続けているが、常に新たな含み益を追求

し続けている。

　さらに、地域の活性化にも注力している。

最近は、地方創生などの関連で創業支援がも

てはやされている。創業が多いのは飲食業で

あるが、飲食業のパイは地域内で決まってお

り、外部の地域から収益を取り入れることが

難しい業種である。そのため、創業支援は外

部の地域からお金が入る製造業を重視してい

図表11	　岡田良一郎	像

図表12	　伊藤理事長（背景：報徳訓）

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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る。また、創業支援だけでなく、昔から活躍

している中小企業・小規模事業者の信用力や

商売のノウハウは一朝一夕には培えないもの

であることから、こうした中小企業・小規模

事業者への支援にこれからも取り組んでいく

方針である。

（2）報徳思想を今に活かす報徳二宮神社

　1894年（明治27年）4月、二宮尊徳の教え

を慕う6か国（伊勢、三河、遠江、駿河、甲

斐、相模）の報徳社の総意により、生誕地で

ある小田原の小田原城二の丸小峰曲輪の一角

に神社が創建された。

　1965年ごろには、氏子を持たない神社の

安定的な運営を図るために神社参集殿として

報徳会館を建設し、結婚式を中心とした事業

活動をおこなってきた。関連施設として、報

徳会館のほか報徳写真館、レストラン

KONOMA、cafe�Gingerなどがある。また、

境内の一角には、「きんじろうカフェ」と

「cafe小田原柑橘倶楽部」（両方とも2015年11

月オープン）が設置されている。

　2010年からは、報徳二宮神社「まちづく

り推譲事業」として、御祭神二宮尊徳がかつ

て実践した「報徳思想」「報徳仕法」をお手

本としながら、報徳の実践活動として地域活

性化を目的とした「片浦みかんプロジェク

ト」を開始した。

　2015年3月には、株式会社小田原柑橘倶楽

部（屋号：農業生産法人�小田原柑橘倶楽部）

を設立し、「地域振興サイダー」をはじめ片

浦レモンやみかんを使った加工品の企画販売

を中心に、地元の農家と商工業者をつなげな

がら、農商工連携による地域活性化を推進し

ている。

　2011年に発売した「片浦レモンサイダー」は

地元の農産物を活かしているとともに、観光

客向けに販売価格も一般のサイダーより少し

高めに設定しているが売れゆきは好調である。

　なお、報徳思想を実践しているため、補助

金は受けておらず、運転資金として信用金庫

から借入を行っている。

　今後については、報徳思想を活かし「分

度」をわきまえ、地に足ついた事業展開を

図表13　報徳二宮神社 きんじろうカフェ

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所撮影
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行っていく予定であり、さらなる報徳思想の

実践が期待される。

おわりに～今、改めて考える信用金
庫の源流～

　二宮尊徳は、復興を行うにあたり、補助金

の申し出を断り、復興に必要な資金は借り入

れ、復興の進展とともに返済していったそう

である。現在に置き換えれば、国や地方公共

団体に依存することなく、信用金庫等の資金

を活用し、地域産業を興していたことにな

る。そして、「荒地は荒地の力で耕す」とい

うことは、信用金庫等の資金により興した産

業から生まれる資金（収益）により、さらな

る地域産業の振興を図ったということであ

る。現在、地方創生を行うにあたり、わが国

では補助金の活用を進めているが、安易に補

助金を受け取ることによって甘えが生じ、自

主自立の精神に支障をきたすようでは、元も

子もない。その事業が永続的に発展できるよ

うな補助金の活用策を検討し、地域のさらな

る発展のために、将来その事業から得られた

資金を活用していく必要があるように思える。

　また、尊徳の教えの1つである「推譲」

は、利益を自分の未来や他人のために使うこ

とであり、報徳訓にある「子孫の富貴は自己

の勤労にあり」にも通じる言葉である。尊徳

が復興を行う際に最も肝となった「分度」を

知ることは、身の丈にあった（収入に合わせ

た）支出に抑えることを基本としており、

「分度」を守って得た利益を次の事業に使

う、あるいは想定しえないことが起こった時

のために後世に残していくことが「推譲」に

繋がっていく。信用金庫は、「分度」を考え

経費予算を決定し、「分度」を守って得た利

益を地域の新たな貸出に回すために積み上げ

ている。その証左として、2016年3月末現

在、全国信用金庫の純資産のうち利益剰余金

は約75%を占めており、経営実態面でも報徳

思想を実践しているといえる。

　これらは、ほんの一例であるが、約200年

が経過した現在でも、尊徳の時代と同じよう

なことを考え、行っているように思える。本

稿を執筆するにあたり、掛川信用金庫伊藤理

事長に取材させていただいた折に、「報徳思

想を守りながら、変えるべきものは変えてい

く」と発言されていた。尊徳が行ったことが

そのまま使えるわけではないが、先人の知恵

に学び、現在に合わせて変えていくことが、

5～10年後を見据えた信用金庫のビジネスモ

デルを考える際のヒントになると思えてなら

ない。
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特集
「5～10年後を見据えた信用金庫のビジネスモデルの検討Ⅲ」

日本の預金・貸出金の中長期的展望
－人口変動・世帯構造の変化に伴う企業・家計部門の動向を中心に考察－

急速に脚光浴びる「フィンテック」①
－「フィンテック」を巡る最近の動向－

地方創生の本格展開に向けた国の施策と
地方公共団体に求められる取組について

信用金庫の住宅ローンの推進策について

信用金庫の年金受給口座（年金預金）の推進策について

今、改めて考える信用金庫の源流
二宮尊徳がつくりあげた報徳思想の実践
～掛川信用金庫と報徳二宮神社～




